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第３章 基本計画 

１． 基本計画について 

基本計画は、基本構想に示したまちづくりの基本目標と、これを達成するための政策に基づき、

まちづくりの分野ごとの先行的に取り組むプロジェクトおよび施策項目別の個別計画で構成しま

す。 

個別計画は、10年間の施策ごとの方向性を明らかにするとともに、2018 年度から 2022年度まで

の前期 5年間の主な取組みを示します。 

また、本計画を着実に推進していくために、予算との連動性を図り、施策の選択と集中、効果的・

効率的な行政運営と、行政評価を活用したＰＤＣＡサイクルに基づく施策の進行管理を行う計画と

します。 

個別計画にはそれぞれの施策項目ごとを評価・検証する代表的なものとして「10年後の目標値」

を設定しています。 

 

 

 

 

  

PDCA 

サイクル 

計画 実行 

改善 評価 

Do 

多様な主体との連携・

協働を図りながら、計

画の事業を推進 

Check 
成果指標により、前期

基本計画の進捗管理と

検証・評価 

Plan 
市民のニーズなどを反

映し、より充実した計画

を作成 

Action 
検証・評価結果に基づ

き、改善すべき点を検討

し、後期基本計画に反映 

【PDCA サイクルのイメージ図】 

予算編成、財政健全化・行政改革の基本方針 

情報共有と市民参画（双方向での課題共有） 
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２． 財政状況の見通し 

■本市の財政状況 
本市の財政状況は、一般的に地方公共団体の黒字・赤字を判断する実質収支では黒字を確保して

います。しかしながら前年度からの繰越金を除いた実質的な単年度の収支から赤字要素である財政

調整基金の取り崩しを差し引いた実質単年度収支では、2012 年度（平成 24 年度）以降赤字が続い

ています。特に 2014年度（平成 26 年度）は、6億円以上の赤字となっており、基金に依存した財

政体質となっています。一方基金残高は年々減少しており、このままでは基金が枯渇して赤字団体

に転落する恐れがでてきました。 

そのため本市ではこの危機的な状況から脱却するため、2015年度（平成 27 年）12 月に「財政健

全化計画」を策定して、職員数の削減や給与カット、臨時・嘱託職員の適正配置、物件費等のラン

ニングコストの縮減、投資的経費の抑制、補助費等の見直しなどに取り組んでいます。 
（単位：百万円） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ※実質収支 

  地方公共団体の純剰余金又は純損失金を意味し、黒字・赤字団体の区分の指標です。 

  (実質収支)＝(歳入－歳出の差額)－(翌年度へ繰越すべき財源) 

 

 ※実質単年度収支 

  実質収支から前年度の実質収支を差し引いた額（単年度収支）に、実質的な赤字・黒字要素（財政調整

交付金積立て・取崩し、地方債繰上償還）を加減したもので、当該年度だけの実質的な収支を把握する

ための指標です。   

(実質単年度収支)＝ 

(当該年度実質収支―前年度実質収支)+(財政調整基金積立)－(財政調整基金取崩し額)+(地方債繰上償還)  
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■今後の財政状況の見通し 

2016 年度（平成 28年度）決算においては、財政健全化の効果もあり、基金総額を減らすことな

く黒字を確保することができました。しかしながら市税や地方交付税の収入額が減少する一方で、

公共施設等の老朽化・長寿命化対策や障がい者自立支援給付費、子ども子育て支援関係費、介護保

険給付費、後期高齢者医療費など社会保障費の増加が見込まれるとともに、公共下水道事業特別会

計や病院事業会計への多額の繰出しも引き続き必要となることから今後も厳しい財政状況が続く

と考えられます。 

このような中、長期総合計画に位置付けられた各種事業を実施するためには、「財政健全化計画」

や「行政改革推進計画」の着実な実行はもちろんのこと、身の丈にあった事務事業の展開を進め、

限られた財源を効果的に活用するため行政サービスの選択と集中、行政の効率化を図り、持続的な

まちの発展に資するための取組みが必要となります。 
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市税 地方交付税 各種交付金等 国県支出金 市債 その他

4,201 4,152 3,875 3,953 4,179 4,017 

4,986 4,907 5,010 5,115 5,115 5,115 
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３． 行政推進の基本姿勢 

人口構造の変化や厳しい財政状況、社会保障費の増加等、本市の行政運営は大きな転換期を迎え

ています。こうした中、時代潮流の変化に迅速かつ的確に対応し戦略的に行政サービスの維持・向

上を図るため、以下の 3つの基本方針による取組みを進めながら、基本計画の施策を推進します。 

 

【基本方針１】協働によるまちづくり 

■基本姿勢 1：情報共有の推進 

市民と行政がまちづくりの方向性を共有し、地域の課題や市の取組みに関する相互理解を深め

るため、市民と双方向の情報交流を進め、まちづくりへの市民の積極的な参画を促します。行政

情報についてのわかりやすいコンテンツの作成、多様な手段での情報発信と情報収集に努め、市

民との対話を大切にし、情報共有を推進します。 

 

■基本姿勢 2：市民参画の推進  

市民と行政がそれぞれの役割を認識しながら、市民があらゆる分野におけるまちづくりに主体

的に参画できる環境を整備することで、多様な主体による「協働のまちづくり」を推進します。 
 

【基本方針２】多様な連携の推進   

■基本姿勢 3：広域行政の推進 

環境対策、防災対策、医療、福祉に関する地域を越えた課題については、自治体間の連携を図

ることで、効率的に対応するとともに、交通、観光、生涯学習、文化芸術等の分野においても、

固有の魅力を生かしながら、広域行政の推進を図ります。 

 

■基本姿勢 4：産官学との連携 

多様化・複雑化する行政や地域の課題解決をめざすため、大学や民間事業者との研究・人的交

流を進めるとともに、専門的知識を活用するなどの連携を図ります。 
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【基本方針３】持続可能な行政運営 

■基本姿勢５：健全な財政運営の推進 

費用対効果の高い予算編成と効率的な予算執行に努めるとともに、財政の透明性を高め、市民

に対する説明責任を適切に果たせるよう、統一的な基準による財務書類等を作成・公表するなど、

わかりやすい財政情報の提供に取り組みます。 

また、税負担の公平性の確保と適正な納税の維持や、公共施設の効率的な維持管理と削減・統

廃合による分野横断的な再編、普通財産の売却や賃貸借など、行政資源の有効活用を図ります。 

 

■基本姿勢６：効果的・効率的な行政運営 

ＰＤＣＡサイクルによる進捗管理の仕組みを推進し、施策の進捗状況や成果について検証す

るとともに、事務事業の必要性・有効性・効率性などについても検証・分析を行い、見直し・改

善に取り組みます。 

また、民間との適切な役割分担のもと、コスト削減やサービス向上が期待できるものは、施設

や業務の性質を見極めた上で、アウトソーシング化や指定管理者制度の活用、民間委託の拡大に

取り組むなど、民間活力やノウハウを有効に活用することで、より質の高い行政サービスの提供

を図ります。 

 

■基本姿勢７：行政情報システムの構築と事務効率の向上 

行政情報システムの一括管理・一元化により、情報関連コストの削減と内部事務の効率化を図

るとともに、多様化・高度化する新たな脅威に対する情報セキュリティ対策を強化します。 

 

■基本姿勢８：人材の育成と効果的な組織体制 

職員研修の充実と多様化により、政策形成能力や創造的能力、コスト意識、経営感覚並びにチ

ャレンジ精神に満ちた人材の育成に繋げます。また、人事評価制度を活用することで、能力・実

績に基づく人事管理を徹底するとともに、評価者と被評価者の面談によるコミュニケーションを

通じて、職員の士気向上と主体的な能力開発に繋げます。 

組織体制については効果的・効率的な人員配置と、適正な定員管理に取り組むとともに、部門

間の連携を強化し、社会情勢の変化に柔軟に対応できる組織体制の構築に取り組みます。 
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４． 基本計画の体系 

 

 

 

 
  

■3 つの基本目標 ■９の政策 ■３７の施策項目 
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５． 先行的に取り組むプロジェクト 

効率的かつ効果的に活用している限られた行政資源を、「選択と集中」の視点から先行的・優先的に投

資し、施策全体を牽引するとともに、施策それぞれへの波及効果を生み出すための取組みとして、基本

目標ごとに「先行的に取り組むプロジェクト」を設定します。各プロジェクトに掲げている事業は、基

本目標別の個別計画の中から該当する施策をピックアップしており、プロジェクトの進捗管理と評価に

ついては、個別計画の目標の達成に向けた取組みの評価に合わせて行ないます。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

  

「ともに守る」 

安全・安心な暮らしを守り支えるまち 子どもから高齢者までともに育み学び合うまち 

先行的取組 

「ともに創る」 

「ともに育てる」 

産業の振興と雇用を創出し定住できるまち 

「働けるまちづくりプロジェクト」 

先行的取組 

「みんなで子どもを育てる 
まちづくりプロジェクト」 

先行的取組 

「安心して住み続けられる 
まちづくりプロジェクト」 
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現状と設定理由 
橋本市は大阪都心部へのアクセスが容易で通勤や物流において利便性が高く、京奈和自動車

道の開通など広域幹線道路のネットワークによる交通アクセスの向上による「働けるまち」の

好条件を備えた街です。 

こうした強みをさらに伸ばしていくために、新たな企業誘致の取組みや、創業・起業環境の

整備促進による新たな産業の創出、地場産業や農業の活力・生産性を強化することで、雇用の

創出を図り、暮らしに必要となる働く場の確保と、定住できるまちをめざす「働けるまちづく

りプロジェクト」を、先行的に取り組むプロジェクトとして設定しました。 
 

目 標 
雇用の場の創出を図るため、市外から企業を誘致し産業の集積を図るとともに、市内の既存

産業における雇用・就労の場づくりと産業活性化のための取組みにより、将来に向けての安定

的な雇用量・質の確保と向上を図ります。 
 

事業概要 

 

 

 

 

 

 

 

 
実施および波及が期待される施策項目 

・施策項目１商工業 

・施策項目２農林業 

・施策項目３観光 

・施策項目４雇用・就労・労働環境 

・施策項目５企業誘致 

  

①企業の受け皿となる新規企業誘致用地等の基盤整備を推進し、造成段階の早い時期より

積極的に誘致活動を実施し、地域雇用の創出を図る。 
②誘致企業の業種等についての検討も含め、就労ニーズのある企業の誘致に努めることで、

地域雇用の創出を図る。 
③産品のはしもとブランド化の推進や、新しい販路の開拓、付加価値商品開発・体験型観

光事業の構築により、市内事業者の稼ぐ力を促進し、就労の場づくりにつなげる。 
④創業セミナーや創業相談等の実施により創業しやすい環境を整え、各種助成制度や融資

制度を活用しながら、創業・起業者の創出と市内での定着を図る。 
⑤就農支援サイトの構築や就農相談の実施により就農しやすい環境を整え、新規農産物の

産地化などの取組みによる農業に従事することの魅力向上を図ることで、就労の場づく

りにつなげる。 
⑥地場産業の担い手育成と、職場体験や工場見学の機会により雇用のミスマッチを少なく

し、雇用の定着を図る。 

ともに 
創る 
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現状と設定理由 

橋本市では、高齢化率の上昇に伴う医療や介護を必要とする人が増加する中、高齢者の生

活支援に関わる方が連携して取り組めるような助け合い・支え合いの仕組みづくりが進めら

れています。 

現在、地域の実情に応じた住民主体の助け合い活動の創出と拡大、ネットワーク化のため

に、生活支援体制整備事業に着手し、第 1層協議体（たすけ愛♡はしもと 1）を設立して日常

生活圏域（概ね地区公民館単位を想定）での第 2 層協議体設置に向けて取り組んでいます。 

こうした取組みをさらに進めることで、地域ぐるみでの高齢者を支援する仕組みを確立し、

高齢になっても元気に暮らすことができるまちをめざす「安心して住み続けられるまちづくり

プロジェクト」を、先行的に取り組むプロジェクトとして設定しました。 
 
目 標 

日常生活圏域ごとに第 2 層協議体を設立し、高齢者への助け合い活動を生みだし広げてい

きます。また、その活動が有効に機能するために生活支援コーディネーターを各地区に育成

配置し助け合い活動を支援します。更に、この活動が高齢者だけでなく障がいのある人など

の助けが必要な人たちにまで広がるよう取組みを進めていくとともに、この活動が地域にお

いて取り組める仕組みづくりを進めていきます。 
 
事業概要 

 

 

 

 

 

 

実施および波及が期待される施策項目 
・施策項目２１健康・医療 

・施策項目２２社会保障 

・施策項目２３地域福祉 

・施策項目２４高齢者福祉 

・施策項目２５障がい者福祉 

 

 

①高齢者の生活支援に関わる市民・団体のネットワーク化を進め、連携や協働が生まれやす

い体制を構築する。関係する市民・団体・行政それぞれが役割を認識しながら、地域の実

情に応じた支援を進め、また、支援の担い手となる人材の育成を進める。 
②介護予防や健康増進だけでなく、生きがいづくりや居場所づくりのため、高齢者の持つ豊

かな経験や知識を、子育てや防災等の地域の多様な活動にいかす。 
③地域における助け合い活動に関わる人材育成のための養成研修会を開催するとともに、第

2 層生活支援コーディネーター養成研修や交流会を実施し、生活支援コーディネーターが

活動しやすい環境づくりに努める。 

1 たすけ愛♡はしもと：2017 年(平成 29 年)3 月に設立された第 1 層協議体の愛称。市内全域を対象とした、助け合い・支え合いの仕

組みをつくるための活動を行う。 

安心して住み続けられる 

まちづくりプロジェクト 
ともに
守る 
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現状と設定理由 
橋本市では複雑化・深刻化する子育ての問題に対処するため、妊娠・出産から 18歳まで

の切れ目のない支援を実施するため「子育て世代包括支援センター」を開設し、子どもの成

長過程の中での様々な問題に対応できるよう、教育現場と保健・医療・福祉行政の連携を進

め、それぞれの取組みの隙間を埋めるための仕組みづくりを推進しています。 

また、地域の力を学校に、学校の学びを地域に広げる「共育コミュニティ」活動を推進す

るため、市内全域に運営組織である「共育コミュニティ」本部の設置を進めています。 

こうした取組みをさらに進め、子育てに関わるあらゆる主体が協働して取り組む仕組みをつ

くり、一体となって子どもたちを健やかに育てていくために、「みんなで子どもを育てるまちづ

くりプロジェクト」を、先行的に取り組むプロジェクトとして設定しました。 
 
目 標 

次代を担う子どもたちの健全な成長と質の高い養育機会を提供するため、保育・教育環境

を整備します。 

また、子どもに関わる様々な機関、教育現場や地域住民と連携し、妊娠・出産から 18 歳

までの切れ目のない総合的な支援体制を整えるために、子育て世代包括支援センター（ハー

トブリッジ）の機能を強化し、問題を分析、検証し、課題を解決します。 

安心して子育てできる地域づくりのためには、地域・家庭・学校の連携により「共育コミ

ュニティ」づくりを更に推進し、情報の収集・共有・有効活用を行える仕組みとして「学校

プラットフォーム化」をめざします。 
  
事業概要 

 

 

 

 

 

 
実施および波及が期待される施策項目 

・施策項目２８出産・子育て環境 

・施策項目２９子ども・家庭 

・施策項目３０地域・家庭・学校・行政の連携  

・施策項目３１学校教育  

①児童福祉・教育施設については、質の高い保育・教育を総合的に提供するために、計画的

な整備、改修を図る。 
②妊娠・出産から 18 歳までを見通した総合的な支援が可能となる「子育て世代包括支援セ

ンター（ハートブリッジ）」の機能をさらに強化した支援体制を構築する。 
③安心して子育てできる環境をめざして、早期に SOS をキャッチできる体制づくりに取り

組み、虐待・不登校・学力支援などの課題の解消に向けた方策を関係機関、地域との連携

により構築する。 
④早期からの子育て支援体制と、子育てにおける貧困の連鎖を防ぐために、地域・家庭・学

校が連携した「共育コミュニティ」の構築をさらに進める。 

みんなで子どもを育てる 

まちづくりプロジェクト 
ともに
育てる 
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６． 個別計画 

 基本目標別個別計画の見方  

    

 
 
 
 
 
 
 
  

社会情勢や市の取
組みの現状等を示
しています。 

政策の名称と施策項目の
名称を示しています。 

 

この施策項目の施策体系の中で
の位置を示しています。 

この施策を進めること

で、10 年後にどのような

状態になっているかを示

しています。 

この施策項目を取り巻
く課題を示しています。 

専門用語等の解説文

を示しています。 

関連する写真等を示し

ています。 
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見開いた時に施策

体系が分かるよう

示しています。 

現状と課題をふまえた今後の施策の展開を示し、そ

れにともなう事業の種類として、新たに取り組むも

のを「新規」、引き続き取り組むものを「継続」と示

しています。 

この施策を進めるにあたっ

ての、市民・団体・事業者

などの取組みの方向を示し

ています。 
この施策に関連する本

市の部門別計画を示し

ています。 

総合計画全体の最終年度と

なる 2027 年度の値を「目標

値」として示しています。 

基本計画の最終年度とな

る 2022 年度の値を「中間

値」として示しています。 

具体的な実例

をあげて、施策

評価の参考と

する「指標名」

を示していま

す。 
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創る 
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基本目標  産業の振興と雇用を創出し定住できるまち 

政策１ 

 

施策項目 1 

施策項目 2 

施策項目 3 

商工業 

農林業 

観光 

賑わいと活力を創出する地域産業づくり 

政策２ 

 
施策項目 4 

施策項目 5 

雇用・就労・労働環境 

企業誘致 

雇用の創出と就労環境づくり 

政策３ 

 
施策項目 6 シティセールス 

充実した情報整備と魅力的なまちづくり 

施策項目 7 情報コミュニケーション 

①商業・サービス業 

②工業・地場産業 
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賑わいと活力を創出する地域産業づくり 

商工業 
 

①商業・サービス業 
 

■現状 

・ 京奈和自動車道等の整備により、市内外の大型店舗へ購買力が移行していると共に、インターネ

ットなどを活用したマーケットの多様化により、市内小売店の衰退が顕著になっています。しか

し、地域に密着した商店は、日常生活の利便性や地域コミュニティの活性化に欠くことのできな

いものであり、商工団体、商業者などと連携した活性化策に取り組んでいます。 

・ 全国的に観光需要の高まりや海外からの観光客が増加している中で、本市でも地域産品が注目さ

れています。 

 
■今後の課題 

・ 様々な商業・サービス業の充実が求められる中、新たな需要に対応するために商業者に対して、

経営の健全化や基盤強化等の支援に取り組む必要があります。 

・ 駅前や商店街が衰退し、空き店舗等が増加していることから、観光需要や市民の暮らしの再生が

必要です。 

・ 社会ニーズに対応した商業・サービス業を、創業・起業しやすい環境を整備する必要があります。 

・ 農・商・工・観光の連携により地域の農産物や地域の特産品、体験型旅行商品などを活かした商

業・サービス業が提供できる機会や商業施設の充実を促していく必要があります。 

 
■10 年後の姿 

・ 商業・サービス業が振興するとともに、農や観光と連携した物販・飲食などの新たな商業・サー

ビス業が展開されています。また、商業の活性化によりまちの賑わいを取り戻しており、暮らし

やすい自立したまちづくりに近づいています。 

 

 

  

施策項目

1 
政策１ 
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■施策の展開 

①魅力あふれる店舗、商業・サービス業の充実 継続 

  商店が集積している地域では、商業機能の充実や、満足度の高い商業・サービス業と雇用

の創出を促進します。 

 林間田園都市駅、橋本駅など通勤拠点となっている駅前地区では、通勤者などにとって利

便性の高い商業・サービス業が提供できるように商業機能の充実を推進します。 

 商工会議所・商工会と連携し、地域に密着した商店や魅力ある商店づくりに向けた支援を

行います。 

 農・商・工・観光が連携した農産物や地域の特産品、名物料理などを活かした商業・サー

ビス業の充実を促進します。 

②商業環境の充実 継続 

  大規模小売店舗の進出については、都市計画法や大規模小売店舗立地法に基づき、周辺環

境と調和する施設整備および運営を事業者に要請します。 

 駅前や市内商店では、観光需要など新たな機能を取り入れて、空き家・空き店舗の利活用

の促進に努めます。 

 社会ニーズに応じた創業・起業しやすい環境整備を、国・県や関連団体と連携しながら促

進します。 

③商業・サービス業充実のための各種制度の充実 継続 

  商工会議所・商工会と連携し、経営の基盤を強化できるよう、販売戦略に関する経営セミ

ナーなどの開催を支援します。 

 国・県や関係機関と連携を図りながら、事業者に対し支援制度の情報提供を推進します。 

④商業イベントの充実 継続 

  商店街連合会等の実施するイベントを支援することで、顧客の開拓と顧客サービスの充実

を図ります。 

 地域の夏祭りや商工業祭りなどの支援により、新たな商業観光の需要開発を促進します。 

 
■10年後の目標値 

指標名 現状値 
中間値 

（2022 年） 
目標値 

（2027 年） 

年間商品販売額 772 億円 772 億円 772 億円 

「商工業」施策の市民満足度 27％ 32％ 37％ 

 
■市民・団体・事業者などの取組みの方向 

・ 日常生活の買物は地元商店での購入に努めます。 

・ 事業者は、市民ニーズや高齢化に対応したサービスの提供および情報発信に取り組みま

す。 

・ 事業者が連携し、各店舗それぞれの特徴や強みをいかした魅力的なサービスの提供に取り

組みます。 

  

産
業
の
振
興
と
雇
用
を
創
出
し
定
住
で
き
る
ま
ち
（
新
た
な
市
場
と
結
び
つ
く
仕
組
み
を
つ
く
る
） 

ともに 

創る 

１－① 

基本 

目標 

【Ⅰ】 
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賑わいと活力を創出する地域産業づくり 

商工業 
 

②工業・地場産業 
 

■現状 

・ 本市の企業は中小規模の事業者が多く、経済情勢の悪化に対して直接影響を受けやすいため、企

業の経営基盤の強化が求められています。 

・ 国の伝統的工芸品に指定された「紀州へら竿」や国内シェアの大半を占める「パイル織物」等、

産地化されてきた地場産業があります。これらの地場産品は高い技術力と品質を備えており、国

内外からも高い評価を受けています。しかし、後継者不足と情報発信が不十分であるなどの課題

を抱えています。 

 
■今後の課題 

・ 中小規模の事業者の経営環境の変化に対応するため、商工会議所・商工会との連携のもと経営の

健全化や基盤強化充実等の支援に取り組む必要があります。 

・ 地場産業の後継者の育成や優れた技術の継承、経営の健全化・基盤強化などの支援に取り組む必

要があります。 

・ 本市の特産品を全国・海外へと情報発信し、「はしもとブランド」として知名度を上げるとともに、

独自のブランドや新しい商品の創出、既存の商品の付加価値の向上を図る必要があります。 

 
■10年後の姿 

・ 企業誘致の波及効果によって中小企業の生産力が向上し、一定の雇用が期待できるような状況と

なっています。 

・ へら竿やパイル織物などの伝統産業が継承・発展していくために、後継者の育成や技術の高付加

価値化が行われている状況となっています。 

・ 市内の地場産品・特産品や開発された新商品が、「はしもとブランド」として国内外に広く支

持・認知される状況となっています。 

 

 

 

  

施策項目

１ 
政策１ 
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■施策の展開 

①工業の振興 継続 

  経営能力の向上と後継者の育成を図るため、各種セミナーや支援制度の活用等により、継

続的な人材育成を推進します。 

 市内企業の工場新設などによる事業規模の拡大に対して、各種優遇制度を活用し支援しま

す。 

②地場産業の経営基盤の強化 継続 

  中小企業の経営安定と設備の近代化に必要な資金需要が見込まれるため、各種融資・助成

制度の周知や、低利融資事業の拡大等を国、県などに要請します。 

 商工会議所・商工会等と連携しながら、経営指導診断体制の確立を図り、経営指導の強

化、情報提供等により経営の合理化、効率化を促進します。また、研修事業を通じて事業

者と後継者の指導・育成支援を図ります。 

 各種展示会・見本市等への参加を支援し、地場産業等の PR 活動の充実に努めます。 

 地場産業の後継者育成学校の開校や、体験・学習メニューの開発・実施に取り組みます。 

③はしもと産品のブランド化の推進 継続 

  地場産業等の PR 活動を進めるため、国内および海外の各種展示会・見本市等への参加を

支援します。 

 ふるさと橋本応援寄付金を活用した地域産品の生産量や販路の拡大を推進します。 

 ブランドアドバイザーを招いた講習会開催や新商品開発支援等により、事業者・生産者を

支援します。 

 大学等との連携や地域密着型イベントの開催により、経営能力の向上、人材育成を図りま

す。 

 
■10年後の目標値 

指標名 現状値 
中間値 

（2022 年） 

目標値 

（2027 年） 

伝統的工芸品職人の育成（へら竿） － 4 人 8 人 

新商品開発件数 24 件 50 件 75 件 

 
■市民・団体・事業者などの取組みの方向 

・ 地元の新規就業者や中途就業者の雇用創出に努めます。 

・ 創意工夫により経営基盤の安定・強化、経営の革新に取り組むよう努めます。 

 

  

産
業
の
振
興
と
雇
用
を
創
出
し
定
住
で
き
る
ま
ち
（
新
た
な
市
場
と
結
び
つ
く
仕
組
み
を
つ
く
る
） 

ともに 

創る 

１－② 

基本 

目標 

【Ⅰ】 
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賑わいと活力を創出する地域産業づくり 

農林業 
 

 

■現状 

・ 農業は食料の供給と併せて、その活動を通じ、国土の保全、自然環境の維持への貢献、憩いとう

るおいの場を提供するなどの役割を担っています。しかし、耕作者の高齢化や後継者の不足に加

え、収益が不安定である農林業に対する魅力が低いことや、自然災害や獣害による農作物の被害

拡大等の理由により、離農者や耕作放棄される農地が増加しています。 

・ 林業は木材をはじめとする林産物の供給と併せて、その活動を通じ国土の保全や水源のかん養な

どの多様な役割を担っています。しかし、年々林業経営は厳しさを増しており、その安定化や後

継者の育成、森林の適正管理が必要となっています。 

・ 農業用ため池が自然災害等の被害を受けた場合に備え、ため池ハザードマップを作成するなど防

災意識の向上を図っていますが、危険度の高いため池の改修が課題となっています。 

 

■今後の課題 

・ 地元農産物の学校給食などに利用する地産地消の更なる推進と、有機栽培や低農薬、無農薬栽培

の農産物に対する価値の高まりによる消費者へのＰＲが必要です。 

・ 公共建築物等では、積極的に木材の使用を促すなど木材の需要拡大が課題です。 

・ 橋本市民の森など、森林とのふれあいの場として維持しつつ、地域との協働による管理など効率

的な運営が課題です。 

・ 農業生産の維持や農村環境の向上のため、耕作放棄地の発生防止や利活用、農道やため池等の維

持・管理が必要です。 

 

■10年後の姿 

・ 本市の農林水産物が「はしもとブランド」として広く支持・認知され、農家の平均所得が向上して

います。女性や高齢者を含め意欲ある農業者が活躍できる状態となっているとともに、休耕地や耕

作放棄地の増加が抑制され、地産地消に対する市民の認知が広がりを見せています。 

・ 森林の持つ多様な役割を保つために、適正な保全と、多様な担い手による地域資源を活かした持続

性のある林業が展開されています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

施策項目

２ 
政策１ 

1 農地中間管理機構：農地集積により生産性の向上を図るため、規模縮小や後継者が無く離農しようとする農家等（出し手）の農地

を借り上げ、相手先農家（受け手）へ貸し付ける組織。 
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■施策の展開 

①魅力ある農業の振興 継続 

  優良な農畜産物を国内外へ効果的に PR し、はしもとブランドの振興を図るとともに、有

効な新規農産物の産地化や農家の 6 次産業化に取り組み、また農家民泊や農業体験等によ

る農家のプラスワン収入を獲得するなど農家所得の向上に努めます。 

 ふるさと橋本応援寄附金を活用した地域産品の PR を行います。 

②生産基盤の整備の推進 継続 

  作付けにあたっては、需要動向の徹底した把握と、災害や病気に強い品種、低コスト

化を図ることができる品種の導入を促進します。 

 農地中間管理機構 1 を積極的に活用し農地の集積に努めます。 

③農村環境の整備 継続 

  快適で安全な農村環境づくりに努めるため、農道・用排水路・ため池の適切な維持・管理

などを促進します。 

④担い手の確保と育成 新規 

  就農支援サイトの構築により元気な担い手情報や補助金などの支援情報を発信すること

や、きめ細かい就農相談の実施により新たな担い手が就農しやすい環境を整えます。 

 県、市など関係機関が連携した営農指導による新規就農者を育成します。 

 農作物の栽培講習会などによる農業に対する興味の醸成を図ります。 

⑤林業基盤の整備 継続 

  林業の生産性の向上を図るため、森林管理や林業経営の基幹となる林道の適切な維持・管

理に努めます。 

 森林組合と連携をとり、後継者の育成・確保に努めます。 

⑥森林資源の利活用の推進と適切な維持管理 継続 

  橋本市森林整備計画に基づき、森林の適切な管理と林業の振興に努めます。 

 森林組合との連携により、間伐材の利用を促します。 

 「紀の国森づくり基金」等を活用した森林環境の保全をはじめ、橋本市民の森など森林と

ふれあいの場を活用した森林の重要性の普及・啓発、体験などを進めます。 

 
■10年後の目標値 

指標名 現状値 
中間値 

（2022 年） 
目標値 

（2027 年） 

農家の平均所得 2,215 千円 2,500 千円 2,700 千円 

新規就農者 9 人 15 人 20 人 

 
■市民・団体・事業者などの取組みの方向 

・ 消費者としてどのような農作物を望むのか情報提供を行います。 

・ 地元の新規就農者や中途就業者の雇用創出に努めます。 

・ 地場産材の利用に努めます。 

・ 市民の森など森の必要性を学び、林業への理解を深めます。 

 
■関連する部門別計画 

◆橋本農業振興地域整備計画書  ◆橋本市食育推進計画  ◆橋本市森林整備計画 
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賑わいと活力を創出する地域産業づくり 

観光 
 

 

■現状 

・ 本市は、国際空港や都心部からのアクセスが容易である立地条件に加え、豊かな自然、歴史・文

化に育まれた観光資源を有しています。しかし、従前の観光施策はイベントなどの一過性の集客

が多くなっているため、観光客の促進につながっていませんでした。そのため、地域の特性や資

源を十分いかした魅力ある観光地づくりが急務となっています。 

・ 2016 年 10 月に「紀伊山地の霊場と参詣道」の一つである、高野参詣道「黒河道」が世界遺産

に登録されたことをうけ、世界遺産を中心とした橋本・伊都地域の観光ポテンシャルはさらに高

くなっています。 

 

■今後の課題 

・ 観光客のニーズが高い地域資源を活用した体験型観光を構築し、市固有の文化をいかし近隣の市

町と一体的に地域の魅力を情報発信することより集客を図り、地域内での観光消費額を増加させ

る仕組みづくりが必要です。 

・ 全国的に年々増加する外国人旅行者の受入れ体制の整備（インターネット環境、多言語表示、観

光案内サービス等）が必要です。 

・ 世界遺産登録を機に、市民の観光に対する意識向上や観光ガイドのスキルアップのための研修な

どの取組みが必要です。 

・ SNS2 活用等、特色ある効果的なプロモーションや 2 次アクセスの構築のため、交通事業者との

連携等の強化が必要です。 

・ 本市の豊かな自然、歴史文化などをいかした観光商品のメニューを充実させるため、地域の農商

工事業者や地元住民などとの情報共有と、連携する体制づくりが必要です。 

 

■10年後の姿 

・ 国内外から観光客を呼び込み、自然、歴史、高野山麓で育まれた特色ある農商工文化（農業体験・

美食、多彩な物産、伝統的工芸品）を満喫できるまちとなっています。また、地域にあった観光地

づくりとして、地域住民、事業者、団体等と連携することで、訪れる人々が満足し、地域の活性化

に繋がる観光のまちづくりが進んでいます。 

 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

2 SNS(Social Networking Service)：「ソーシャル・ネットワーキング・サービス」の略で、インターネット上での交流等を可能に

するネットワークのこと。 
3 インバウンド：外国人旅行者を誘致すること。 
4 DMO(Destination Management/Marketing Organization）：地域の「稼ぐ力」を引き出すとともに地域への誇りと愛着を醸成す

る「観光地経営」の視点に立った観光地域づくりを多様な関係者と共同しながら、明確なコンセプトに基づいた観光地域づくりを

実現するための戦略を策定・調整し実施する法人（広域観光ビジネス共同体）。ここでは「高野山麓ツーリズムビューロー」を指

す。 

施策項目

３ 
政策１ 
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■施策の展開 

①観光資源の活用 継続 

  交流人口の拡大を図るため、世界遺産「紀伊山地の霊場と参詣道」と、市固有の文化遺

産・産業・観光の各資源をいかしたテーマ性・ストーリー性をもった魅力ある観光周遊ル

ートを構築します。 

 JA や農業生産団体などと連携して、体験メニューの充実を図るとともに、既存の観光資源

をブラッシュアップし、民間事業所や観光団体、商工会議所・商工会などと協力した観光

商品の充実を図ります。 

 河川などの水辺空間をいかした観光資源づくりを検討します。 

②観光客の受入れ体制の整備 継続 

  インバウンド 3 振興として、訪日外国人観光客に対する多言語案内表示や HP、フリーWi-

Fi、など環境の整備を推進します。また、宿泊施設（民泊）など受入れ促進に向けた取組み

を支援します。 

 各地域に点在する観光資源の魅力強化を図るための整備として、橋本駅前のはしもと広域

観光案内所や地元住民・観光ボランティアガイド等と連携して情報収集を行うための体制

づくりを促します。 

③観光プロモーションの推進 継続 

  観光客の利便性向上のため、ターゲットを明確にし、様々なメディアなどを活用したプロ

モーションや魅力発信を行います。 

④観光交流型の商業サービスの構築 継続 

  伝統産業や農業などの体験型旅行商品を企画します。 

 DMO4 や観光関連事業者との連携を図り、旅行商品の販売などにより地域内での旅行消費

額の増加に努めます。 

 

■10年後の目標値 

指標名 現状値 
中間値 

（2022 年） 
目標値 

（2027 年） 

観光客入込数 1,351 千人 1,644 千人 1,781 千人 

延べ宿泊者数 73,000 人 87,000 人 95,000 人 

 

■市民・団体・事業者などの取組みの方向 

・ おもてなしの心（ホスピタリティ）で観光客を迎えます。 

・ 身近な地域資源（世界遺産、歴史、自然等）に関心を持ち、SNS2 等を活用して市内外に対し

て情報発信を行います。 

・ 受入れ環境の整備を行いやすいように、市民・団体・事業者などの交流の場や研修などを活発

に行います。 

・ 交流人口の拡大を図る仕組みを構築するために、市民・団体・事業者などは連携して積極的に

参画します。 
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雇用の創出と就労環境づくり 

雇用、就労、労働環境 
 

 

■現状 

・ 本市を含むハローワーク橋本管内での正社員有効求人倍率 5 は全国値より低くなっています。 

・ 本市の創業比率は 2014(平成 26)年度で 4.4％と全国平均(6.3%)を下回っています。 

・ 求人情報などの情報提供や、ハローワークや商工団体と連携した雇用に関する支援などの実施に

より、雇用の創出に取り組んでいます。 

 

■今後の課題 

・ 新規企業誘致用地の整備を進めるとともに、就労ニーズのある企業(職場)の誘致を促進し、地域

の雇用創出を図っていく必要があります。 

・ 効果的な求人情報の提供を図っていく必要があります。 

・ 事業者が求める人材育成と若年層の求職ニーズを把握する必要があります。 

 

■10年後の姿 

・ 商工業の振興による地域経済への波及効果が生まれ、若年者等の地元雇用が増加しています。 

 

 

 

  

施策項目

４ 
政策２ 

5 正社員有効求人倍率：求人倍率とは、求職者（仕事を探している人）1 人あたりに、何件の求人があるかを示すもので、正社員有

効求人倍率は、（正社員有効求人数）÷（常用フルタイム有効求職者数）で算出される。 
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■施策の展開 

①就労の場づくりの推進 継続 

  企業誘致の推進を図り、新しい雇用の場の創出を促進します。 

 既存産業の活性化による雇用の場の確保を図ります。 

②就労環境の改善 継続 

  労働環境向上のため、多様な働き方を支援する法律や制度内容等の周知・啓発に努めま

す。 

 求人情報などの情報提供を行います。（ホームページなどでの地元事業者の求人情報） 

 各種助成制度などの情報を収集、地元事業者へ提供するとともに活用を促進し、就業環境

の改善に努めます。 

③創業・起業環境の整備促進 新規 

  市、商工会議所並びに商工会に創業相談窓口を設置し、事業支援を行います。 

 商工会議所および商工会と連携し創業セミナーを開催します。 

 小規模事業者に対し、創業・起業経費の一部補助を行います。 

 県の融資制度の活用や創業資金利子補給等の支援を行います。 

④就労に関連する各種機関との連携の強化 継続 

  ハローワークなどと連携し、就労ニーズや雇用状況を把握し、年齢や適性・能力に応じた

就業機会が提供されるように努めます。 

 企業に対し障がい者の雇用促進を要請します。 

 ハローワークおよび高等学校と連携を図り、新規就業者や中途就業者の雇用を促進しま

す。 

 

■10年後の目標値 

指標名 現状値 
中間値 

（2022 年） 
目標値 

（2027 年） 

市内就業率(市内就業者数/就業者総数) 

資料：H27 国勢調査、常住地による 

15 歳以上就業者数 

54% 55% 57％ 

創業比率(H24～26) 4.4％ 5.0％ 

全国平均を超える水準 

※現状値時点による 

全国平均は 6.3％ 

 

■市民・団体・事業者などの取組みの方向 

・ ハローワークなどでの積極的な求職活動に努めます。 

・ 市民および市への求人情報の提供に努めます。 

 

■関連する部門別計画 

◆橋本市創業支援事業計画 
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雇用の創出と就労環境づくり 

企業誘致 
 
 

 

■現状 

・ 市北東部の「紀北橋本エコヒルズ」等、市内ではこれまでに 29 社の企業が新たに操業していま

す。また、その東部では新たに約 140ha の工業団地開発事業が計画され、京奈和自動車道の開

通など広域幹線道路のネットワークよる交通アクセスの向上などにより立地条件が整ってきたこ

とから、今後さらに新たな企業誘致の促進が期待されています。 

 

■今後の課題 

・ 新規工業団地の整備の促進を図ると共に、技術力や付加価値の高い製造業や物流業の誘致を促進

し、地域経済の活性化を推進する必要があります。 

・ 製造業および物流業の誘致だけでなく、IT 関連企業等のソフト産業等の誘致を促進し、地域経済

の活性化を推進する必要があります。 

 

■10年後の姿 

・ 新規工業団地への企業立地および IT 関連企業等のソフト産業等の誘致が進み、誘致に伴う地域経

済への波及効果と、雇用が創出できています。 

 

 

  

施策項目

５ 
政策２ 
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■施策の展開 

①企業用地等基盤整備の推進 継続 

  あやの台北部への新規工業団地の整備促進と企業誘致の推進を図ります。 

 大規模未利用地についても、企業用地としての誘導を図ります。 

 新規工業団地では、環境に配慮した産業拠点の形成をめざします。 
②企業誘致活動の促進 継続 

  新しい雇用の場の創出のため、積極的に企業訪問を行い企業の集積を促進します。 

 京奈和自動車道など道路のネットワークの利便性をいかした工場等と物流業の相乗効果を

めざした産業拠点の形成をめざします。 

 IT 関連企業および宿泊業等といったソフト産業・サービス産業の誘致を促進します。 
③関係機関との連携による企業立地環境の支援の充実 継続 

  和歌山県と連携を図り、税優遇や奨励金等により支援を行います。 

 和歌山県と連携を図り、工場等建設に係る各種手続きのサポートを行います。 

 ハローワークおよび高等学校と連携を図り、若年者等の新規就業者や中途就業者の雇用を

促進します。 

 誘致企業と連携を深め、事業の発展や企業間の連携等を目的とする工業団地協議会の設置

について検討を行います。 
 

■10年後の目標値 

指標名 現状値 
中間値 

（2022 年） 

目標値 

（2027 年） 

誘致企業従業員数 814 人 1,000 人 1,200 人 

誘致企業件数 34 件 42 件 52 件 

 

■市民・団体・事業者などの取組みの方向 

・ 地元の新規就業者や中途就業者の雇用に努めます。 

 

 

  

基本 

目標 

【Ⅰ】 
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充実した情報整備と魅力的なまちづくり 

シティセールス 
 

■現状 

・ 橋本市は 1999 年（平成 11 年）をピークに人口減少が進み、転出超過が続いています。また、

全国的な認知度が低く、イメージやブランドが確立されていません。 

・ 橋本市に住み続けたいと考える市民が 77％を占めているものの、20 代では 66％と定住意向が

低くなっています。（2012 年度（平成 24 年度）実施 まちづくりのための市民アンケート調

査） 

 

■今後の課題 

・ 市への転入を促進するとともに転出減を促進する取組みを進めていく必要があります。 

・ 市外から人や企業を呼び込むため、橋本市の特色や魅力を伝え、認知度やイメージの向上を図る

シティセールスの取組みが必要です。 

・ 市の魅力を効果的に発信するため、広報紙、市ホームページだけでなく、SNS の活用といった市

民の趣向や ICT6 の発展に応じた情報発信が求められています。 

・ 市民等が地域の魅力を再認識するとともに、シビックプライド 7 の醸成を図る必要があります。 

・ 人口減少、少子高齢化による地域産業の担い手不足や空き家の増加などの地域課題に対し、移住

推進による地域と移住者のマッチングが求められています。 

 

■10年後の姿 

・ 市民が地域に愛着や誇りをもち、自らが橋本市に定住、またはＵターンするとともに、市外に市の

魅力を発信する意識が向上しています。また、全国的に橋本市が認知され、暮らしや、地場産品、

観光、企業、人などの資源に対する価値が付加されています。これらにより、定住人口や交流人口

が拡大する魅力と活力がある橋本をめざしています。 

 

 

 

 

  

施策項目

６ 
政策３ 

6 ICT(Information and Communication Technology)：「情報通信技術」の略で、情報処理や通信に関する技術、設備、産業、サー

ビスなどを指す。 
7 シビックプライド：地域に対する愛着、誇り、自負のこと。 
8 ワンストップ：複数の相談を一か所で済ませられる仕組みのこと。 
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■施策の展開 

①シティセールスの推進 新規 

  シティセールスを進めるため、伝えたいメッセージを明確にした上で、「橋本」らしさを表

現する統一した方向性のもと情報発信を行うとともに、対象とする年齢層やエリアなどの

属性により発信の手法を変えるなど、戦略的な情報発信を行います。 

 シティセールスの目的や方向性を市民や企業、民間事業者、団体、大学、行政が共有し、

継続性・統一性のある取組みを進め、市の魅力を再認識し磨き上げるとともに、市外に対

し橋本の魅力を伝えます。（市民参加型事業の推進） 

②移住定住の促進 継続 

  橋本暮らしのイメージや魅力を全国に向けて発信するとともに、ワンストップ 8 での移住相

談や地域と協力した移住・定住支援の取組みを推進します。 

 移住・定住促進のため、住宅支援や空き家の利活用を促進し、移住定住促進を図ります。 

 

■10年後の目標値 

指標名 現状値 
中間値 

（2022 年） 
目標値 

（2027 年） 

住み続けたいと思う市民の割合 77％ 78％ 80％ 

移住相談件数 80 件 130 件 240 件 

 

■市民・団体・事業者などの取組みの方向 

・ 橋本市に対して愛着や誇りを持ち、市外に対して情報発信を行います。 

・ 家族の同居や近居、空き家活用、子育て世代の支援を行うなど、若者が住みやすいまちづくり

を行います。 

・ 移住者などに対し、地域への受入れ体制を整えるとともに、地域情報や交流できる場の提供に

努めます。 

 

■関連する部門別計画 

◆橋本市シティセールス基本方針 
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充実した情報整備と魅力的なまちづくり 

情報コミュニケーション 
 

 

■現状 

・ 行政情報を様々な媒体により発信するために、広報紙、インターネットを活用したホームページ、

SNS による情報発信を行なっています。 

・ 情報発信については、わかりやすい、読みやすい、利用しやすい工夫などを行なっています。ま

た、行政情報や橋本の魅力をわかりやすく発信するために動画配信を積極的に導入しています。 

・ 市政に関心をもってもらうための記事や市の魅力発信には市民の協力が必要であり、市民との協

働によるコンテンツ作成に取り組んでいます。 

・ 「市長への手紙」などを通じ、市民からの提言を受け付けています。また、カフェミーティング

などを開催し、市民同士の話し合いの中から市民の意見聴取に取り組んでいます。 

 

■今後の課題 

・ 行政と市民の情報共有、コミュニケーションを通して、市民のニーズや関心事を把握し、「市民が

十分に理解できる」ことに重点を置いた「伝わる広報」への改革が必要です。 

・ 情報を作成する際には、情報を受ける立場に立った情報作成が求められます。発信する手段も多

種多様であるため、伝えたい層に伝わりやすい手段を用意し、様々な媒体を用いた情報発信を行

う必要があります。 

・ 動画による情報発信は、多くの情報を短時間で伝えることができる点や、わかりやすく情報が発

信できることから、動画を活用した情報発信の充実を図ります。 

・ 市民との協働による記事や動画、その他のコンテンツの作成や、市民自らが市の魅力発信の担い

手となる取組みがより一層必要となります。 

・ 市民協働を進めるためには、行政から市民への情報発信と同様に、市民からの情報収集も欠かせ

ないため、広聴の機会や手段を増やすことが必要です。 

 

■10年後の姿 

・ きめ細やかでわかりやすい広報活動などにより情報発信が充実し、市民との情報共有が進むことで

市民との協働のまちづくりが一層進んでいます。 

 

 

  

施策項目

７ 
政策３ 
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■施策の展開 

①広報活動の充実 継続 

  「広報はしもと」では、行政情報や重要施策について、わかりやすく、きめ細やかに伝え

ます。また、市民ニーズ、関心事に応じたテーマについても発信するなど充実を図りま

す。 

 ホームページの充実や、動画配信など情報発信の充実を図ります。また、SNS を活用した

情報発信を推進します。 

 市の PR を積極的に推進するためマスメディアを活用するとともに、その資料についても、

要点を押さえた視覚効果の高い資料作成を行います。 

②広聴活動の充実 継続 

  「市長への手紙」やインターネット政策モニター制度などを活用した広聴活動の充実を図

ります。 

 タウンミーティング、出前講座、住民説明会など、広く市民から意見を聴取する機会を設

け、まちづくりへの市民参画を促進します。 

③魅力情報発信の強化 継続 

  市民ニーズや関心事の把握や分析を行うなどし、広報紙、ホームページなどによる情報発

信の内容をさらに充実させるとともに、市民協働による特色のある情報発信を行います。 

④情報発信に関する人材育成および民間活力の導入 新規 

  広報全般に関する意識の高揚と、広報を行う上で必要となる技術力向上のための職員研修

を実施し、「広報力」の向上を図ります。 

 広報紙の記事や魅力発信のコンテンツ作成には、市民参加により、市民目線の成果物とな

るように取り組みます。 

 市民はまちを PR する重要な担い手であることから、市民に向けた情報発信を強化し、

SNS などを活用した情報発信を市民自らができるように取り組みます。 

 

■10年後の目標値 

指標名 現状値 
中間値 

（2022 年） 
目標値 

（2027 年） 

市ホームページ年間閲覧数 453 万回 480 万回 500 万回 

「情報コミュニケーション」施策の市民満足度 － 55％ 60％ 

 

■市民・団体・事業者などの取組みの方向 

・ 市民が主体的に、もしくは、市と協働で製作したコンテンツ等でまちの魅力を発信します。ま

たその拡散に努めます。 

 

■関連する部門別計画 

◆橋本市広報戦略基本方針 ◆橋本市シティセールス基本方針 
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基本目標  安全・安心な暮らしを守り支えるまち 

政策４ 

 

施策項目 8 

施策項目 9 

施策項目 11 

危機管理・災害 

消費生活 

安全・安心な暮らしと、生活の利便性を支える都
市基盤づくり 

政策５ 豊かな自然と暮らしが調和する生活環境づくり 

政策６ 住み慣れた地域で安心して暮らせる持続可能な仕
組みづくり 

施策項目 10 交通安全・防犯 

施策項目 12 

施策項目 13 

施策項目 15 

地域公共交通 

上下水道 

施策項目 14 道路 

 

施策項目 16 

施策項目 17 

自然環境 

循環型社会 

施策項目 18 環境衛生 

施策項目 19 

施策項目 20 

住宅環境 

公園・緑地 

 

施策項目 21 

施策項目 22 

健康・医療 

社会保障 

施策項目 23 地域福祉 

施策項目 24 

施策項目 25 

高齢者福祉 

障がい者福祉 

消防・救急 土地利用・市街地・景観 
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安全・安心な暮らしと、生活の利便性を支える都市基盤づくり 

危機管理・災害 
 

 

■現状 

・ 市民の生命や財産に被害を及ぼす、風水害、土砂災害、地震などの自然災害をはじめ、テロや武

力攻撃、大規模事故、さまざまな感染症によるパンデミック 9 などの危機事象が多様化していま

す。このため市の危機管理対応力の向上が課題となっています。 

・ 地域防災計画に基づく災害予防対策を進め、また業務継続計画（BCP）10 を適宜修正するなど防

災・危機管理体制の向上を図っています。 

 

■今後の課題 

・ 地震・風水害・土砂災害等の災害による被害を最小限に抑えるためには、建物の安全性の確保や

災害の未然防止策を講じるなど、災害に強いまちづくりの推進が求められます。 

・ 各種災害の備えを日頃から計画的に進めるとともに、防災訓練などを通じて市民の防災意識の高

揚や災害時における応急体制の整備に取り組む必要があります。 

・ 市民一人ひとりが防災意識を向上させるとともに、地域における防災力強化のために自主防災会

の結成率向上と活動の充実強化や避難行動要支援者支援の定着化が必要です。 

 

■10年後の姿 

・ あらゆる危機事象に対して、市民・関係団体・行政などが連携し、危機管理体制を組織的で迅

速かつ的確に対応できる体制を整えています。さらに、市民一人ひとりに対し、「自分の命は自

分で守る」という意識をもつための啓発を進めることにより、安全・安心を確保し、被害を最

小に抑えることができるように災害対応力が向上しています。 

 

 

  

施策項目

８ 
政策４ 

9 パンデミック：感染症の全国的・世界的な大流行。 
10 業務継続計画（BCP）：災害時に行政も被災し、人、物、情報等利用できる資源に制約がある状況下で、優先的に実施すべき業

務を特定するとともに、業務の執行体制や対応手順、継続に必要な資源の確保等をあらかじめ定める計画。 
11 ハザードマップ：自然災害による被害の軽減や防災対策の目的で、被災想定区域や避難場所・経路などの防災関係施設の位置な

どを表示した地図のこと。 
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■施策の展開 

①災害予防対策の充実 継続 

  「橋本市地域防災計画」に基づき、防災訓練等を実施します。 

 避難行動要支援者などの情報共有を図るとともに、救助・避難方法の確認、体制づくりに

努めます。 

 防災に関する講演会の開催、ハザードマップ 11 等の活用を通じて、市民の防災意識の高揚

と防災に対する知識の向上を図ります。 

②防災組織の強化 継続 

  自主防災会の育成および充実を図り、橋本市自主防災組織連絡協議会との連携を強化しま

す。 

 近隣自治体や県外自治体との相互応援協定の締結に基づき相互の連携強化を進めるととも

に、災害時の応援受け入れ体制の整備を進めます。 

 事業者との災害時応援協定を拡充します。 

③災害応急対策の充実 継続 

  災害時における情報収集・発信体制の構築、災害対策の拠点となる施設の耐震化、防災倉

庫への食料、飲料水、生活必需品等の備蓄の充実および避難所への災害用資機材等の備蓄

といった取組みにより、災害時応急体制の確立を図ります。 

 災害時の道路をはじめとしたインフラの応急復旧や応急生活物資の調達等については、災

害時の協定を基に、より一層の連携強化を図ります。 

 「橋本市国民保護計画」に基づき、無差別テロや武力攻撃など、本市が経験したことのな

い事象に対して、警察機関、国・県などと連携した訓練の実施などにより、対応力を高め

ます。 

④土砂災害・水害対策の充実 継続 

  森林、農地等の持つ防災機能をいかすため、自然環境の保全に努めるとともに、中小河

川・用排水路・ため池等の改修や治山・治水事業の促進により、浸水・冠水・土砂災害の

事前防止に努めます。 

 県が指定する土砂災害警戒区域・特別警戒区域について、避難体制等の整備を実施しま

す。 

 

■10年後の目標値 

指標名 現状値 
中間値 

（2022 年） 

目標値 

（2027 年） 

橋本市自主防災会組織率 90％ 95％ 100％ 

 

■市民・団体・事業者などの取組みの方向 

・ 橋本市自主防災組織連絡協議会と連携し、各自主防災会の活動が活発になるように啓発・研修

などを行います。 

 

■関連する部門別計画 

◆橋本市地域防災計画   ◆橋本市国民保護計画 

◆業務継続計画（BCP） 
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安全・安心な暮らしと、生活の利便性を支える都市基盤づくり 

消防・救急 
 

 

■現状 

・ 地震や異常気象等による自然災害への懸念や、救急需要が年々増大している中、万全な消防救急

体制が求められています。 

・ 消防団は地域コミュニティにおける防災リーダーとしての役割も果たしていますが、少子高齢化

および被用者の増加に伴い、団員の不足と高齢化が進んでいます。 

・ 災害現場は、市民の生活様式の変化等により、複雑多様化しています。 

・ 住宅用火災警報器の本市における設置率向上への取組みや、不特定多数の者が出入する防火対象

物に対する防火管理および消防用設備の維持管理を指導しています。 

・ 危険物施設における事故は、地域に与える影響が極めて大きいため、保安管理を徹底するよう指

導しています。 

 

■今後の課題 

・ 消防車両・資機材などの整備・高度化や消防団員の確保に努め、関係機関との連携強化を図る体

制づくりが必要です。 

・ 傷病者の救命向上には、増大する救急需要を踏まえ、救急救命士・救急隊員の育成・研修を行い、

救命処置の高度化を図る必要があります。 

・ 複雑多様化する災害・事故等に迅速、的確に対応するため、訓練の実施や、新たな知識・技術の

習得、最新救助資機材の整備などが必要となっています。 

・ 住宅用火災警報器の設置および交換推奨時期を迎えた既設器具の交換の推進について、市民に広

く周知することが必要です。 

・ 防火対象物や危険物施設についての保安管理が必要です。 

 

■10年後の姿 

・ 災害時の初動体制の充実と、人員の増強、消防車両や資機材の整備、通信指令体制の充実を図

ることで、多様化する事故・災害・火災等から市民の生命、身体および財産を守る体制が確立

されています。 

 

  

施策項目

９ 
政策４ 

12 プロトコール：救急の現場で、あらかじめ必要な処置や行動を明確にしておくためのルール。 
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■施策の展開 

①消防体制の充実 継続 

  消防力の整備指針に基づき、車両、装備、資機材、通信等の消防設備や消防水利の計画的

な更新整備を進めます。 

 各分野の高度で専門的な知識・技術の習得および各種訓練を計画的に取り組むとともに、

各種資格や免許の取得を促進します。 

 国、県、消防機関および緊急消防援助隊との連携強化を図ります。 

 広く市民に消防団活動の重要性を訴え、入団を促進するとともに、消防団施設、消防団活

動に必要な資機材等の整備を進めます。 

②救急救助体制の充実 継続 

  救急需要が増大している中、搬送患者の多くが軽症であることから、あらゆる機会を捉

え、住民に対して救急車適正利用を啓発し、重症者には迅速に対応できる体制の構築を図

ります。 

 他関係機関（警察、医療機関、福祉、民間等）との連携を図ります。 

 指導救命士を中心とした救急隊員の教育指導体制を構築し、活動基準のプロトコール 12 に

準拠した質の高い救急活動を担保するとともに救急活動の標準化を図ります。 

 災害現場において安全・適正に活用できる車両、資機材の計画的な更新整備を図ります。 

③火災予防の啓発 継続 

  防火訪問による住宅用火災警報器の広報を推進します。 

 コミュニティバス・消防車両等にマグネットシートを貼る等の広報活動を実施します。 

 防火対象物・危険物施設の適正な管理と防火意識の向上に努めます。 

 消防用設備および防火対象物の点検の徹底を図ります。 

 危険物保安検査の徹底を図ります。 

 

■10年後の目標値 

指標名 現状値 
中間値 

（2022 年） 

目標値 

（2027 年） 

救命講習修了者数（累計） 1,500 名 3,200 名 5,000 名 

住宅用火災警報器設置率 70％ 75％ 80％ 

 

■市民・団体・事業者などの取組みの方向 

・ 市民は、消防団、自主防災組織等の活動に積極的に参加し、訓練等を通じ、防災・救助の知識

や技術の習得に努めます。 

・ 事業者は、消防団協力事業所の認定を受けるよう努め、また、地域消防団に対して積極的に協

力を行います。 

・ 防火意識を持ち、防火・消防用設備等の維持管理に努めます。 
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76 

安全・安心な暮らしと、生活の利便性を支える都市基盤づくり 

交通安全・防犯 
 

■現状 

・ 通学児童等の交通安全を確保するため、市交通指導員をはじめ市民ボランティア等の早朝啓発や

見守り活動等を実施しています。しかし、交通量の増加等により配置ができていないところも多

くあり、人員確保と適正配置が必要になっています。 

・ 市民の高齢化が進むなか、高齢者に関する交通事故等の割合が増加傾向にあります。 

・ 犯罪、事故および災害のない社会の実現をめざし、市地域安全推進員会・警察等関係団体が連携

し、自主的な地域安全活動を実施しています。 

・ 高齢者を対象とした特殊詐欺（オレオレ詐欺、振り込め詐欺等）が多発しており、少しでも詐欺

に遭わないための対策が必要となっています。 

 

■今後の課題 

・ 啓発活動等により交通事故発生件数等は年々減少傾向にありますが、引き続き各団体等との連携

を図りながら啓発活動等の取組みが必要です。 

・ 人材確保が困難な状況である交通指導員について、あらゆる人的ネットワークによる人材の確保

が必要です。 

・ 市民の高齢化が進むなか、高齢者の事故防止対策等の取組みとして、免許証の不交付や運転免許

証の自主返納を促進する必要があります。 

・ 啓発活動等を通じ犯罪件数等は減少傾向にあるが、引き続き各団体や各地域安全推進員間で連携

を図りながら啓発活動等の取組みが必要です。 

・ 市民の高齢化が進むなか、高齢者に関連した犯罪等の割合が増加しており、マナーアップ啓発活

動とともに、高齢者を対象にした講習会等の積極的な実施が必要です。 

 

■10年後の姿 

・ 交通事故・犯罪のない明るい社会の実現をめざし、市交通指導員会・警察等関係団体・市地域

安全推進員会との連携による啓発活動の充実により、市民の安全・安心な暮らしが確保されて

います。 

 

 

  

施策項目

１０ 
政策４ 
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■施策の展開 

①各種交通安全運動の推進 継続 

 
 全国交通安全運動期間の街頭啓発活動を実施します。 

 県下一斉交通安全指導の日の運動を実施します。 

 全国統一交通事故死ゼロをめざす日の運動を実施します。 

②交通安全の啓発と交通法規の遵守 継続 

 
 通園通学路における早朝街頭指導を実施します。 

 幼稚園小学校園児児童を対象とした歩行指導を実施します。 

③地域ぐるみの防犯活動の推進 継続 

 

 地域安全推進員を中心とした地域防犯活動の実施を支援します。 

 区・自治会等が中心となり関係機関・団体等と連携し地域防犯パトロール、防犯指導、講

習会等の実施を支援します。 

 高齢者等を対象とした特殊詐欺に遭わないための高齢者教室等の実施を支援します。 

④啓発活動の実施による防犯意識の高揚の推進 継続 

  市民が多く集まる駅や施設、イベント等においてマナーアップ啓発活動を実施し、防犯意

識の高揚に努めます。 

 

■10年後の目標値 

指標名 現状値 
中間値 

（2022 年） 
目標値 

（2027 年） 

市内の交通事故発生件数 

（人身事故発生件数） 
134 件 110 件 90 件 

市内の犯罪件数（刑法犯認知件数） 377 件 340 件 310 件 

 

■市民・団体・事業者などの取組みの方向 

・ 市交通指導員会・警察等関係団体および市民ボランティアは、互いに連携し、交通事故のない

明るい社会の実現をめざします。 

・ 市民は、高齢者等を対象とした消費生活出前講座や特殊詐欺被害防止アドバイザー等を活用

し、特殊詐欺に遭わないために、積極的に研修会等に参加します。 

・ 地域内の関わりを保ちながら、地域は地域で守る意識の共有を図り犯罪等を未然に防ぐ取組み

に協力します。 
 

■関連する部門別計画 

◆第 10 次橋本市交通安全計画 

  

基本 

目標 

【Ⅱ】 
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安全・安心な暮らしと、生活の利便性を支える都市基盤づくり 

消費生活 
 

 

■現状 

・ インターネットの普及、人々のライフスタイルの多様化、規制緩和に伴う法律や制度の変更等、

消費者を取り巻く環境が日々変化している中で様々な消費に関しての問題が生じています。 

・ 消費者トラブルに遭った場合、当事者である消費者が解決する必要がありますが、事業者との間

に存在する格差（情報の質と量、交渉力）は大きく、従って、消費生活相談員が担う役割が重要

となっています。 

・ 加齢や病気、障がい等で判断能力が低下している人の生命や財産を守るための仕組みが必要とな

っています。 

・ 家庭におけるインターネット環境の充実に伴い、電話やインターネットに起因する相談が増加し

てきています。また、若年齢の消費者トラブルが増えてきています。 

 

■今後の課題 

・ 様々な情報媒体を活用し、注意喚起に取り組む必要があります。多様な年代の人達に、年齢に応

じた消費者教育の場の提供が求められています。 

・ 身近な人の見守り活動に取り組める環境整備が必要です。そのための人材育成を実施し、関係部

署等と連携を図れる体制整備と見守り活動の支援が必須です。 

・ 同種の消費者被害を出さないためにも、消費生活相談に寄せられた情報を分析し、啓発や注意喚

起にいかしたり、発信した情報を必要な人に届けられる仕組みを考える必要があります。 

・ 消費生活センターが、市民にとって身近な相談窓口として当たり前の機関となる必要があります。

そのために、安定した信頼できる相談体制を維持して行く必要があります。 

 

■10年後の姿 

・ 消費者被害のない安全・安心な市民生活を実現するために、消費生活相談体制を充実し、消費

者被害の救済、未然防止、拡大防止が図られています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

施策項目

１１ 
政策４ 
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■施策の展開 

①消費者問題への対応の充実 継続 

  生活教養講座等により様々な消費者力向上のための学習の機会の提供を進めます。 

 広報やホームページ等、広報ツールを活用し、積極的に情報発信を進めます。 

 消費者被害や製品事故情報等の情報収集に努めます。 

 判断力が不十分となった人などの消費者被害を防ぐために、関係者等との連携を進めま

す。 

②消費者の自主的活動の推進 継続 

  地域コミュニティの場に出向き、出前講座を実施することで、見守られる人、見守る人の

消費生活への関心を高めます。 

 消費者トラブルへの意識の高さが被害防止の一歩であることから、より多くの人に消費者

行政への理解を深めて頂き、自ら啓発できる人材育成を継続して行ないます。また、育成

した人材の活動の場を提供します。 

 市民活動団体等による消費者啓発実施の支援を行ないます。 

③生活情報誌システムの整備 継続 

  実際に寄せられた消費生活相談を活用し、広報紙等を作成することでタイムリーな注意喚

起情報の発信を行ないます。 

 作成した広報紙等を見守り活動を実施している行政機関、事業者、団体、委員、個人等に

速やかに提供する仕組みを構築し、消費者被害防止のネットワーク化を図ります。 

 インターネットを利用し、より幅広い世代への情報発信に努めます。 

④消費生活相談の充実 継続 

  消費生活相談員（有資格者）の配置を行い、常に相談者に安心感を与える相談体制を整え

ます。 

 相談窓口としての資質向上を常に心がけ、相談者にとってよりよい解決に結びつくよう、

関係機関と連携しながら対応する体制を整えます。 

 

■10年後の目標値 

指標名 現状値 
中間値 

（2022 年） 
目標値 

（2027 年） 

啓発事業参加者数 680 人 740 人 800 人 

相談解決割合（斡旋不調、処理不能、 

処理不要を除く件数/全受付数） 
90% 92% 93% 

 

■市民・団体・事業者などの取組みの方向 

・ 見守り活動実践団体が増加するように努めます。 
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安全・安心な暮らしと、生活の利便性を支える都市基盤づくり 

地域公共交通 
 

 

■現状 

・ 鉄道、路線バス等の公共交通機関の利用者は、自動車の普及や道路交通網の整備により減少傾向

となっています。 

・ 民間路線バス等の公共交通を補完する形でコミュニティバス等を運行し、効率的・効果的なサー

ビスの提供を実施しています。 

 

■今後の課題 

・ 公共交通機関の事業者に対して、サービス向上や計画的・効率的な運行を図るよう促し、利用者

の増加や利用者のニーズに応じた利用しやすい環境づくりに取り組む必要があります。 

・ 公共交通機関とコミュニティバスとの役割分担（競合の解消）を明確化する必要があります。 

・ 「乗って残す」等、市民が公共交通維持に関わる仕組みを構築する必要があります。 

 

■10 年後の姿 

・ 誰もが安心して暮らせるまちの基盤として、効率的で持続可能な公共交通体系の構築が進み、

日常生活に必要な移動手段が確保されています。 

 

 

  

施策項目

１２ 
政策４ 

13 デマンド型交通：予約に応じて運行し、決まった時刻に決まった停留所を回る「タクシー車両を利用したコミュニティバス」と

いう形の交通機関。バス車両では運行が難しい利用者がまばらな地域や、道路が狭く入り組んだ地域を補完する役割を果たす。 
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■施策の展開 

①公共交通によるネットワークの充実 継続 

  ネットワーク機能の充実を図るため民間路線やコミュニティバス系統間で重複が発生して

いる箇所の役割分担、短縮化を図ります。 

 需要が少ないエリアにコミュニティバスの代替交通としてデマンド型交通 13 の導入を図り

ます。 

 市民病院送迎バス、民間路線バス、コミュニティバス等が競合する区間については、民間

路線バスへの統合を行います。 
②公共交通サービスの充実 継続 

  幹線路線のターゲット層を明確にし、幹線路線エリア周辺等のマーケティング調査・分析

等を行い、その特性を踏まえてプロモーション活動の展開を図ります。 

 橋本市地域公共交通網形成計画に基づき、利用者の利便性向上へ向けた取組みに努めま

す。 

 高齢者等の視点で、利用しやすい公共交通の環境づくりとしてノンステップバス車両導入

を支援します。 

 インバウンドを含む観光客の需要など観光振興策等と連携した観光客の移動支援・観光ニ

ーズの創出を図ります。 

 橋本市内駅周辺の駐車場並びに駐輪場については、適切な管理によって、通勤通学に利用

する市民の利便性の向上および道路交通の円滑化を図ります。 

③公共交通結節点の整備 継続 

  都市構造と整合した乗り継ぎ拠点の設定を図ります。 

 鉄道・路線バスのダイヤ改正等を踏まえ、コミュニティバスに極力待ち時間が少なくなる

よう、スムーズな乗り継ぎを可能とするダイヤ設定を図ります。 

 公共交通の乗り継ぎ利用者に対し、乗り継ぎ券等による負担の軽減等により公共交通を利

用しやすい仕組みづくりを進めます。 
 

■10年後の目標値 

指標名 現状値 
中間値 

（2022 年） 
目標値 

（2027 年） 

コミュニティバス等の収支率 約 15％ 約 15% 約 20% 

公共交通サービス圏 76％ 81％ 85％ 

 

■市民・団体・事業者などの取組みの方向 

・ 交通事業者、利用者は、行政と連携・支援を受け「みんなが気にして、動いて育てる公共

交通」の取組みの推進や協力を行います。 

・ 地域の交通事業者は、公共交通やまちづくりに関わる現状および課題の認識や方向性を行

政と共有し、効率的で持続可能な公共交通体系の構築に努めます。 

・ 地域住民は、公共交通利用促進に関する意識を高めるよう努めます。 

 

■関連する部門別計画 

◆橋本市地域公共交通網形成計画 
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安全・安心な暮らしと、生活の利便性を支える都市基盤づくり 

土地利用・市街地・景観 
 

 

■現状 

・ 都市計画や農業振興などに関する土地利用の計画については、人口減少、少子高齢化、環境意識

の高まりなどによる社会情勢の変化に対応する必要があります。 

・ 土地の有効利用を促進するため地籍調査の実施を進めています。 

・ 太陽光発電事業など、今まで無かった景観を形成する建築物・工作物などにより、既存の景観に

変化が生じています。 

 

■今後の課題 

・ 長期的視野に立った都市計画を計画的かつ総合的に推進するとともに、社会情勢の変化などによ

る見直しが必要となっています。 

・ 社会情勢の変化により、成長型のまちづくりから成熟型（都市機能の集約化 14）へ土地利用計画

の転換が求められています。 

・ 市民や移住者に、より選ばれる都市となるために、人口密度を高め、日常生活サービスや各種行

政サービスを高める地域づくりを行なっていく必要があります。 

・ 地籍調査については、時間の経過と共に、地権者の高齢化によって境界確認が困難になり、調査

の長期化が見込まれることから、早期に調査を推進することが必要となっています。 

・ 景観に影響するような構造物などについては、県の景観条例など関係法令の周知に努め、良好な

景観の保全を促す必要があります。 

 

■10年後の姿 

・ 集約型のまちづくりを進めることで、子どもから高齢者まで安心して暮らせる都市（まちや集

落）の拠点を形成し、これらの拠点を公共交通で結ぶことで安全と賑わいのある都市の構築が

進んでいます。 

 

 

  

施策項目

１３ 
政策４ 

14 都市機能の集約：行政サービスや生活利便施設などを一定の範囲に集約すること。 
15 空洞化：中心市街地のシャッター街化や、居住者が少なくなること。 
16 生活利便施設：商業施設や銀行、郵便局、病院といった生活に必要な諸々の施設。 
17 地籍調査：土地の所有者、地番、地目を調査し、境界等を測量し、正確な面積、位置、形を明らかにする調査。 
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■施策の展開 

①土地利用の規制誘導による秩序あるまちづくり 継続 

  社会情勢の変化に対応するべく関連する国・県の計画を考慮し、計画的かつ総合的なまち

づくりの推進のため、都市計画マスタープランの作成を推進します。 

 高野口地域の計画的な土地利用の規制・誘導や秩序ある建築活動を誘導するため、用途地

域等の指定を検討します。 

②良好な市街地景観、田園景観、緑の景観の保全 継続 

  和歌山県屋外広告物条例に基づき、秩序ある景観形成を図るため、規制・誘導および違反

広告物の撤去に努めます。 

 良好な景観の形成に関する理解を深めるため関係法令の周知を図ります。 

 大規模開発等にあっては、良好な景観の形成を図るため、和歌山県景観条例に基づき、適

正な指導に努めます。 

 本市の景観形成を先導する公共施設などの整備などにあたっては、周辺環境と調和した意

匠・形態や色彩等に配慮した整備に努めます。 

③住環境整備の総合的・計画的な推進 継続 

  居住者の高齢化が進む地域や空洞化 15 が進む地域では、生活利便施設 16 の立地などを誘導

することで生活環境を充実し、地域の活性化を促進します。 

 橋本駅前周辺（中心市街地）の土地区画整理事業継続地区については換地処分を実施しま

す。また、除外地区については防災機能や住居環境の改善に向けた整備を検討します。 

④都市活動の拠点となるエリアの充実 継続 

  都市活動でのさまざまなサービスを効果的に享受できるよう、都市拠点および地域拠点の

集約的整備を検討します。 

⑤特定機能の集積をいかすエリアの形成 継続 

  工業団地の造成にともない、近隣住宅地との調和を図るため特別用途地区の活用を図りま

す。 

⑥地籍調査事業の推進 継続 

  土地の明確化や土地の有効利用を促すために、地籍調査 17 に努めます。 

 

■10年後の目標値 

指標名 現状値 
中間値 

（2022 年） 
目標値 

（2027 年） 

地籍調査進捗率 37％ 41％ 45％ 

 

■市民・団体・事業者などの取組みの方向 

・ 周辺地域と調和した土地利用や建築に努めます。 

 

■関連する部門別計画 

◆橋本市都市計画マスタープラン 
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安全・安心な暮らしと、生活の利便性を高める都市基盤づくり 

道路 
 

 

■現状 

・ 国道・県道の改良等については、国・県等関係機関に対し要望を行い、整備に努めています。 

・ 安全で魅力的な道路空間を整備するため、毎年度、市道の改良工事、舗装修繕、防護柵・ガード

レール等の設置等を進めていますが、限られた予算の中で全ての改良・修繕等への要望に対応す

ることが難しくなっています。 

・ 老朽化が進む道路構造物（橋梁、トンネル等）を適切に維持管理していくため、2014 年度（平

成 26 年度）道路法の改正を受け、国が定める統一的な基準での近接目視点検が義務付けられて

おり、本市では橋梁 445 橋、トンネル 2 ヶ所などの点検を実施しています。 

 

■今後の課題 

・ 国道・県道の改良については、実施可能な工区については事業着手していますが、用地等の問題

で実施困難な工区については、事業の実現に向けて国や県などの関係機関と、連携・協力体制の

構築方法が課題となっています。 

・ 市道の改良や修繕については、安全性・緊急性を考慮したうえで整備する必要があります。 

・ 橋梁点検の結果を踏まえ、基準を満たしていない橋梁については定められた期間内に修繕が必要

です。また、周期的に点検を行う必要があります。 

 

■10年後の姿 

・ 災害時の被害を最小限にとどめるよう防災・減災対策を講じるとともに、安全・安心で計画的

な道路管理を進めることで、生活の利便性を高める総合的な道路ネットワークが形成されてい

ます。 

 

 

  

施策項目

１４ 
政策４ 

18 ライフサイクルコスト：設備、施設の費用を、調達から廃棄までの段階をトータルで考えたもの。生涯費用。 
19 サイクリングロード事業：地域の魅力を楽しみながらの観光や健康づくりを促進するため、利便性や安全性を備えたサイクリン

グロードの整備を行う和歌山県の事業。 
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■施策の展開 

①都市を支える道路網の体系的整備 継続 

  2016 年度（平成 28 年度）より（仮称）新紀見トンネル工事が着工しており、関連する

自治体とも連携しながら、早期完成をめざして要望活動を実施していきます。 

 持続可能なまちづくりのため、都市計画道路の計画的な整備に努めるとともに社会情勢の

変化などに伴い適正な見直しに努めます。 

②環境にやさしい安全で魅力的な道路空間の整備 継続 

  防災・安全交付金等を活用しながら、舗装修繕・防護柵設置等、環境にやさしい安全で魅

力的な道路空間の整備に努めます。 

③道路施設の長寿命化 新規 

  道路施設の計画的な点検・修繕を行いライフサイクルコスト 18 の縮減に努めます。 

④歩道や自転車道の整備 新規 

  歩行者や自転車での移動の安全性と快適性を確保するため、散策やサイクリングを楽しむ

ことができる歩行者（自転車）ネットワークの形成の取組みとして、県が実施するサイク

リングロード事業 19 への協力に努めます。 

 

■10年後の目標値 

指標名 現状値 
中間値 

（2022 年） 

目標値 

（2027 年） 

道路修繕の処理率 

（単年度当り要望件数に対する処理割合） 
30％ 40％ 50％ 

 

■市民・団体・事業者などの取組みの方向 

・ 市道等の公共土木施設の軽微な補修については、原材料を支給し、地元区において補修を行い

ます。 

 

■関連する部門別計画 

◆橋本市橋梁長寿命化修繕計画 
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安全・安心な暮らしと、生活の利便性を支える都市基盤づくり 

上下水道 
 

 

■現状 

・ 水道施設は重要なライフライン 20 であり、水需要に応じた安全で安定的な水道水の供給を行なっ

ています。従って災害時にも機能すること、また、被害が出ても早期に回復することが求められ

ています。 

・ 下水道は生活環境の改善と環境美化、公共用水域の水質保全を目的に公共下水道事業と農業集落

排水事業を実施しています。公共下水道事業の 2016 年度（平成 28 年度）末における普及率は

61.3％となっており、未整備地区への整備が課題となっています。 

 

■今後の課題 

・ 水道施設の老朽化が進み、維持管理、更新費用は莫大なものとなります。水需要の減少もあり、

これまでと同規模の施設で更新すると事業の効率性が低下するので、施設を更新する際は適正規

模を見極め、さらには施設の統廃合を行うことが必要となっています。 

・ 公共下水道事業においては、未整備地区への早期の整備や、既整備地区における設備の更新を行

わなければならないため、効率的な整備計画や改築更新計画が必要となっています。 

・ 農業集落排水事業 21 においては、処理場等の機械設備やマンホールポンプ等機械器具の老朽化対

応を行わなければならないため、効率的な改築更新計画が必要になっています。 

 

■10年後の姿 

・ 災害時等の緊急時の給水体制の構築を含め、地域の実情に応じた安全で安定的な水道水の供給

がなされています。 

・ 下水道事業による安全・安心、快適な暮らしの向上と良好な生活環境の実現とともに、紀の川

を含む公共用水域の水質保全が実現され、人を包む自然環境と生活環境の質が優れた状態とな

っています。 

 

 

  

施策項目

１５ 
政策４ 

20 ライフライン：電気・ガス・水道等の公共公益設備や電話やインターネット等の通信設備、鉄道等の物流機関などの日常生活を送

る上で必須の諸設備のこと。 
21 農業集落排水事業：農業集落におけるし尿、生活雑排水などの汚水等を処理する施設の整備により、農業用用排水の水質の汚濁を 

防止し、農村地域の健全な水循環に資するとともに、農村の基礎的な生活環境の向上を図る事業。 
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■施策の展開 

①良質な水資源の安定供給 継続 

  安心しておいしく飲める水を供給していくため、施設の規模の最適化と統廃合を行い、老

朽施設の更新や水道水の質的向上、耐震化に取り組むとともに、料金の適正化に努めま

す。 

②災害への備え 継続 

  防災、減災に関心が高いことに対応し、災害時の応急給水活動に関する市民への情報提供

や事前の広報活動について検討を進めます。 

③下水道整備の促進 継続 

  公共下水道事業における認可区域の早期完成をめざすとともに、必要に応じ認可区域の見

直しと、未整備区域の整備に努めます。 

 公共下水道事業の健全化のため、適切な維持管理を図るとともに、使用料の適正化に努め

ます。 

 公共下水道の役割や効果を広報することにより、公共下水道への早期接続を促進します。 

④汚水処理施設・汚水処理サービスの適切な維持管理 継続 

  下水道事業における安定的なサービスを提供できるよう適切な維持管理に努めます。 

⑤農業集落排水の普及促進 継続 

  農業集落排水事業における施設の適切な維持管理を図り、使用料の適正化に努めます。 

 

 

■10年後の目標値 

指標名 現状値 
中間値 

（2022 年） 
目標値 

（2027 年） 

公共下水道普及率 61% 63% 65% 

基幹管路耐震適合率（上水道） 27% 34% 41% 

 

■市民・団体・事業者などの取組みの方向 

・ 給水装置の適切な管理に努めます。 

・ 公共下水道への接続により地域の水環境の保全に協力します。 

 

■関連する部門別計画 

◆橋本市水道ビジョン 

◆橋本市水道事業経営戦略 

◆橋本市公共下水道全体計画 

◆橋本市公共下水道事業計画 
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豊かな自然と暮らしが調和する生活環境づくり 
自然環境 

 
 

■現状 

・ 本市は、市域を縁取る金剛生駒紀泉国定公園、高野山町石道玉川峡県立自然公園などをはじめと

する豊かな森林、紀の川をはじめとする河川、これらの自然資源に恵まれた環境を有しています。 

・ 様々な恵みをもたらしてくれる豊かな緑を保全し、未来の市民へ継承していくとともに、自然の

大切さを学ぶことが求められています。 

 

■今後の課題 

・ 市域の自然環境を維持・向上し、次世代へ継承していくためには、市民の自然環境に対する理解

や関心を高めることが大切です。このために、自然体験や環境学習などを通した自然環境への意

識向上や、外来生物に関する知識の啓発が課題となっています。 

・ 自然環境の持つ多様な公益的機能を発揮させるためには、市民と連携しながら、環境の保全や情

報共有を図ることが必要です。 

 

■10年後の姿 

・ 市民の自然環境に対する理解や関心が深まり、協働による保全がなされることで、自然の持つ

多面的機能がいかされた豊かな暮らしが実現できています。 

 

 

 

  

施策項目

１６ 
政策５ 
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■施策の展開 

①自然への親しみや学びを支援、啓発する 継続 

  学校教育・生涯学習における環境学習や自然体験学習を推進します。 

 事業者および自然保護団体等との連携の強化や、環境保全に関わるボランティアの育成な

ど、市民協働の取組みを推進します。 

②動植物の生息・生育環境を保全する 継続 

  自然環境に関する情報の収集および共有など、庁内での連携体制の強化に努めます。 

 水生動植物に配慮しつつ、河川など水辺空間の保全に努めます。 

 外来生物に関する正しい知識の周知に努めます。 

③自然公園の保全と情報共有 継続 

  金剛生駒紀泉国定公園や高野山町石道玉川峡県立自然公園については、自然とふれあえる

場として、市民と連携した保全活動に努めます。 

 自然公園指導員・自然公園保護監視員や土地所有者・管理者、地元住民等と連携・協力し

て、自然公園等に関する情報共有に努めます。 

 

■10年後の目標値 

指標名 現状値 
中間値 

（2022 年） 
目標値 

（2027 年） 

環境保全奉仕作業実施地区数 

（全 109 地区） 
71 地区 80 地区 100 地区 

 

■市民・団体・事業者などの取組みの方向 

・ 自然体験や自然観察会などに参加し、自然環境に関する理解を深めます。 

 

■関連する部門別計画 

◆橋本市環境基本計画 
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豊かな自然と暮らしが調和する生活環境づくり 

循環型社会 
 

 

■現状 

・ 本市のごみ排出量は全体では年間約 20,000t で、近年は概ね横ばいとなっています。 

・ 生活系ごみの 1 人 1 日平均排出量は、横ばいまたはやや減少傾向で推移していますが、事業系ご

みは増加傾向にあります。 

・ ごみの焼却灰は大阪湾圏広域処理場へ持ち込んで処理していますが、処理計画量が自治体ごとに

定められており、本市の枠は残りわずかとなっています。このため、ごみの減量に向けて、発生

の抑制や再使用、再利用の取組みを進めています。 

・ 本市の埋立ごみ処理量は広域処理による分別見直しにより減少傾向にありますが、一般廃棄物処

理場で年間約 400t（ 覆土を含め体積は約 1,000 ㎥ ）の最終処分を行っています。 

 

■今後の課題 

・ 事業系ごみの減量やリサイクルを促すよう啓発し、今後より一層、ごみの分別とごみの減量に取

り組んでいく必要があります。 

・ 埋立ごみとしているものの収集方法や、処分方法を検討し、最終処分量の削減に取り組むことが

必須となっています。 

・ ごみ収集の合理化や費用削減につながる取組みや施策を新たに検討するとともに、ごみの種類ご

との収集方法や処理方法を見直す必要があります。 

・ 埋め立てゴミの処理残余量が少なくなっているため、新たな最終処分場の建設や民間施設への処

理委託が課題となっています。 

・ ごみを種類別にみると、その他プラ製容器包装やペットボトルなどは当初計画より排出量が少な

いものや、スチール缶などのコンテナ収集を行っている品目を中心に処理単価が高くなっている

ものもあり、収集や処理方法を見直す必要があります。 

 

■10 年後の姿 

・ 循環型社会構築のため、市民一人ひとりの、ごみを減らし（発生抑制：リデュース）、使えるも

のは繰り返し使い（再使用：リユース）、資源として利用する（再生利用：リサイクル）という

「3R」の取組みが進み、「資源を分別して、燃やすごみ、埋め立てるごみを減らそう。」を目標

に、有限な環境資源を次世代に引き継ぐ、環境に配慮した循環型のまちづくりが進んでいます。  

 

 

  

施策項目

１７ 
政策５ 
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■施策の展開 

①廃棄物の減量およびリサイクル・再生利用・発生排出の抑制の推進 継続 

  生ごみ堆肥化・減量化をすすめることで、焼却するごみを減らし、持続可能な循環型社会

の形成を推進します。 

 ごみや環境に対する意識啓発を行い、可燃ごみに含まれている容器包装や古紙類の分類を

促し、ごみ減量化を推進します。 

 最終処分場の改修を行い、埋立てごみの処分先を確保するとともに、陶磁器リサイクル交

換会の普及や、資源化処理を推進し、施設の延命化を図ります。 

②効率的かつ環境負担の少ない収集体制への見直し・移行 継続 

  コンテナ収集を行なっている資源物や、粗大ごみ収集など、非効率な収集形態を見直し、

効率的かつ環境負担の少ない収集体制への見直し・移行を進めます。 

 ごみ収集の効率化による経費削減のため、可燃ごみ収集の全市週 1 回化をめざします。 

 分別した資源ごみなどの店頭回収は一部小売店などで実施されていますが、市民が自由に

排出できる品目や場所を増やし、資源化推進に努めます。 

③区・自治会、衛生自治会等との連携 継続 

  ステーション収集体制を維持するとともに、区・自治会が行うごみステーションの維持管

理を支援します。 

 高齢化などにより、ごみをごみステーションまで運ぶのが難しい、ごみ出し困難者の支援

について、区・自治会と連携し支援体制づくりに努めます。 

④事業系ごみの減量化・資源化促進 継続 

  「事業系ごみの減量と分別のマニュアル」を用いた周知徹底や、事業者から排出するごみ

の分類調査などを実施するなど、事業系ごみの減量化・資源化に対する啓発を行いつつ、

事業者への排出指導や意識啓発に努めます。 

 事業系ごみの排出抑制と資源化の意識づけを目的に、事業系ごみ指定袋導入を検討しま

す。 

 事業系資源ごみのうち、広域ごみ処理場に搬入できるペットボトル、ビン、缶、古紙類に

加え、プラ製容器包装なども受入れ対応できるように努めます。 

 

■10年後の目標値 

指標名 現状値 
中間値 

（2022 年） 
目標値 

（2027 年） 

生活系ごみ 1 人 1 日平均排出量 515g 500g 480g 

事業系ごみ 1 日平均排出量 16.0t 15.5t 15.0t 

 

■市民・団体・事業者などの取組みの方向 

・ 橋本市衛生自治会と連携し、ごみの減量などに取り組みます。 

 

■関連する部門別計画 

◆橋本市一般廃棄物処理基本計画[第２期] 
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豊かな自然と暮らしが調和する生活環境づくり 

環境衛生 
 

 

■現状 

・ 生活排水による河川等の水質汚濁や、事業活動等による環境汚染や不法投棄の増加等、環境の汚

染に関わる問題は多様化しています。 

・ 公共下水道や農業集落排水施設および合併処理浄化槽 22 の設置補助、し尿処理施設の整備等によ

り、生活排水処理施設の整備を推進していますが、し尿以外の生活雑排水については、2015 年

度（平成 27 年度）実績で、行政区域内人口の約 18％にあたる約 12,000 人が、未処理のまま

で放流しているのが現状です。 

・ 本市の汚水衛生処理率は 82.2％に達し、和歌山県平均 52.3％を上回っているものの、全国平均

84.7％を下回っています。 

・ 合併処理浄化槽の設置については、新設又は汲取り・単独処理浄化槽 23 の切り換えなどに対し補

助金を交付していますが、公共下水道の普及により減少傾向にあります。 

・ し尿および浄化槽汚泥の収集量は、公共下水道の普及により減少傾向にあります。 

・ 不適正な飼育により遺棄された動物が地域の生活環境を悪化させる問題が生じており、県では地

域の生活環境の保全と猫の殺処分数の削減を図るため、「和歌山県動物の愛護及び管理に関する条

例」の改正が行われました。 

 

■今後の課題 

・ 事業活動から生じる健康や生活環境に影響を及ぼすおそれのある環境負荷について把握し、指

導・啓発を行う必要があります。 

・ 公共下水道や農業集落排水施設の整備区域以外の地区の生活排水処理の方策としては、合併処理

浄化槽等による個別処理がありますが、定期的な清掃や保守点検についての周知徹底と啓発を更

に進めるとともに、地理的条件や人口の密集度等の地域特性を踏まえつつ、事業の経済性、投資

効果発現の優位性等を検討し、生活排水の処理を推進していく必要があります。また、し尿収集

については、収集量に応じた収集体制を維持していく必要があります。 

・ 人と動物が共生する社会をめざすことを目的として、動物の愛護と適正な管理を図るための取組

みが必要です。 

・ 地域の美観を損ね、環境汚染の原因にもなる廃棄物の不法投棄や不適正処理を防ぐための取組み

が必要です。 

 

■10年後の姿 

・ 環境に配慮する意識が地域で醸成され、良好な生活環境が保全されています。 

・ 合併浄化槽の適正管理が成され、単独浄化槽の合併浄化槽や下水道への切り替えが進んでおり 、

市民の理解のもとで適正な生活排水処理による環境への負荷低減が図られています。 

・ 愛護動物の適正な管理が地域で成されており、生活環境との調和が保たれた「人と動物の共生

社会」が構築されています。 

 

 

  

施策項目

１８ 
政策５ 

22 合併処理浄化槽：トイレの汚水だけでなく、台所やお風呂の生活雑排水も一緒に処理する浄化槽。 
23 単独処理浄化槽：トイレの汚水だけを処理する浄化槽。 
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■施策の展開 

①水質・大気・騒音・振動等環境汚染対策の推進 継続 

  県、地域住民と連携により、事業活動による生活環境への影響の把握や、事業所に対する

指導・啓発を行い、良好な生活環境の保全に努めます。 

②環境衛生の充実（環境美化・し尿・生活排水・衛生対策等）  継続 

  浄化槽清掃業者、浄化槽保守点検業者等と連携しながら合併浄化槽の普及啓発および浄化

槽維持管理の啓発指導を進めます。 

 単独浄化槽、くみ取り便槽から合併浄化槽、公共下水道への変更を推奨し、水環境の保全

を促進します。 

③人と動物の共生社会づくり 新規 

 
 地域の生活環境の保全と猫の殺処分数の削減を図るため、「和歌山県動物の愛護及び管理に

関する条例」に基づき、県や市民団体と連携しながら、啓発活動を推進し、人と動物が共

生できる地域づくりに努めます。  

④廃棄物の不法投棄等による環境汚染の防止 新規 

  これまで、年々増加傾向にあった不法投棄について、その対策として環境監視員によるパ

トロールを強化し、生活環境の保全に努めます。 

 

■10年後の目標値 

指標名 現状値 
中間値 

（2022 年） 
目標値 

（2027 年） 

単独浄化槽から合併浄化槽、下水道への切

り替え（単独浄化槽の設置基数） 
5,600 基 4,500 基 3,000 基 

橋本保健所への猫の持込み数 110 匹 60 匹 0 匹 

 

■市民・団体・事業者などの取組みの方向 

・ 県、和歌山県水質保全センター、浄化槽清掃業者、浄化槽保守点検業者と連携し、浄化槽の適

正管理について啓発を進めます。 

・ 動物愛護に関する各ボランティア団体間のネットワークを拡大し、連携した取組みを進めま

す。 

・ 不法投棄を未然に防ぎ地域の環境を守るため、地域ぐるみで監視を行います。 

 

■関連する部門別計画 

◆橋本市一般廃棄物処理基本計画[第２期] 

◆橋本市環境基本計画 
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豊かな自然と暮らしが調和する生活環境づくり 

住宅環境 
 

 

■現状 

・ ライフスタイルの多様化により、ニーズに応じたゆとりある良質な住まいと住環境の形成が求め

られている中で、空家等が増加し中心市街地の空洞化が発生しています。また、橋本市内の住宅

は、全国の住宅耐震化率と比べると、依然低い耐震化率となっています。 

 

■今後の課題 

・ 人口が減少していく中、持続可能なまちづくりとして、良質な住環境の維持をすることが必要で

す。 

・ 周辺の生活環境に悪影響を及ぼす特定空家等 24 について、発生や空家等の増加を未然に防止する

ため、空家等の適切な管理および利活用を促進する必要があります。 

・ 巨大地震が発生した場合に市民等に及ぼす被害を未然に防止するため、耐震診断や耐震改修を促

進する必要があります。 

・ 市営住宅について、安全で快適な住まいを長期間にわたって確保するため、効率的かつ円滑な更

新を行い、需要に的確に対応することが課題です。 

 

■10年後の姿 

・ 地域コミュニティの維持に向けて、無秩序な市街地の拡散を抑制し、安全・安心で快適な住宅

環境のために耐震化率の向上や特定空家等が減少しているとともに、事業者などと連携して良

好な住宅づくりがなされています。また、市営住宅においては、効率的かつ円滑な更新を行い

つつ、計画的な長寿命化を図り、安定した住居が確保されています。 

 

 

  

施策項目

１９ 
政策５ 

24 特定空家等：そのまま放置すると危険なおそれのある状態や衛生上有害となるおそれのある状態、著しく景観を損なっている状

態といった、周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態にあると認められる空家等。 
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■施策の展開 

①良好な住宅地・住宅の供給促進 継続 

  無秩序な市街地の拡散を抑制しつつ、都市計画法やまちづくり条例を活用し、民間事業者

等と連携し良好な住宅地の供給を促進します。 

 市営住宅の効率的かつ円滑な更新およびコスト縮減のため、市営住宅長寿命化計画に基づ

く予防的保全管理、長寿命化に資する改善を推進します。 

②良好な住環境の保全と創造 継続 

  住宅耐震化促進事業および耐震改修サポート事業の更なる充実を図ります。 

 利用者ニーズに応じた耐震補強等に関する更なる取組みの強化を図ります。 

 地震時の総合的な安全対策に関する啓発資料や各種助成制度等に関する情報提供の充実を

図ります。 

③空家等の再生等有効活用の推進 新規 

  2016 年度（平成 28 年度）市内全域空家等実態調査により、周辺の生活環境に悪影響を

及ぼしていると判断した 237 件の特定空家等の所有者に対して、必要な措置を取るよう助

言又は指導、勧告、命令を行います。 

 空家等の適切な管理および利活用に関して提供可能な情報を充実させるとともに、市民か

らの相談の受付体制を充実します。 

 

■10年後の目標値 

指標名 現状値 
中間値 

（2022 年） 

目標値 

（2027 年） 

住宅耐震化率 70％ 95％ 98％ 

特定空家等の改善件数 － 60 件 150 件 

 

■市民・団体・事業者などの取組みの方向 

・ 市民等は、住宅状況の認識と耐震改修の必要性の意識を高めるよう努めます。 

・ 市民等は、周辺の生活環境に悪影響を及ぼしている特定空家等に関する情報について、積極的

に市に提供するよう努め、空家等の所有者が、空家等の適切な管理又は利活用するよう努めま

す。 

 

■関連する部門別計画 

◆橋本市営住宅長寿命化計画 

◆橋本市耐震改修促進計画 

◆橋本市空家等対策計画 
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豊かな自然と暮らしが調和する生活環境づくり 

公園・緑地 
 

 

■現状 

・ 公園利用者の安全確保を図るため、橋本市公園施設長寿命化計画に基づき、公園施設の計画的な

修繕・更新、バリアフリー化および維持管理を行なっています。 

・ 2017 年（平成 29 年）3 月現在の市民 1 人当たりの都市公園面積は約 16 ㎡となっており、国

で定めている 1 人当たりの都市公園面積 10 ㎡を超えています。また、都市公園だけで市内に

56 箇所あり、10ha を越える大規模な公園も杉村公園と運動公園の 2 箇所整備されています。 

 

■今後の課題 

・ 公園施設について日常的な点検は行っていますが、国の「都市公園における遊具の安全確保に関

する指針」に基づき、一定期間ごとに詳細な点検を専門技術者と協力して実施していく必要があ

ります。 

・ 老朽化した公園施設については、財政状況や使用状況等を踏まえて更新・修繕・使用禁止・撤去

等方針の検討が必要です。 

・ 今後の都市公園整備については、現在の利用状況と将来の人口など社会情勢、および維持管理費

用などを踏まえ、検討が必要です。 

 

■10年後の姿 

・ 公園・緑地が、地域の実情に応じて適切に維持管理されており、誰もが安心して利用できる状

態となっています。 

 

 

  

施策項目

２０ 
政策５ 
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■施策の展開 

①公園緑地の整備の充実 継続 

  老若男女がやすらげる空間を構築するため、杉村公園周辺に新しい広場を整備します。 

 公園施設の日常的な点検（年 6 回実施）に加え、専門技術者と協力して一定期間ごとに行

う遊具等の詳細な安全点検を実施し、市民が安心して公園を利用できるよう努めます。 

 公園・緑地の維持管理について、アダプト制度（市民が管理運営等を担う制度）の導入等

を推進します。 

②水と緑のネットワークの整備 継続 

  良好な自然環境や生息する動植物や生育環境を守り、水と緑のネットワークを形成・維持

に努めます。 

 

■10年後の目標値 

指標名 現状値 
中間値 

（2022 年） 
目標値 

（2027 年） 

アダプト制度による公園緑地の 

維持管理参加団体数 
0 件 10 件 30 件 

「公園・緑地」施策の市民満足度 42％ 50％ 60％ 

 

■市民・団体・事業者などの取組みの方向 

・ 公園緑地の維持管理について、利用する市民が維持管理について一定の役割を担う「アダプト

制度」等の導入に向けた検討を行います。 

 

■関連する部門別計画 

◆公園施設長寿命化計画 

◆緑の基本計画 
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住み慣れた地域で安心して暮らせる持続可能な仕組みづくり 

健康・医療 
 

 

■現状 

・ 急速な高齢化と食生活の変化や運動不足などにより、がん、心臓病、脳卒中、糖尿病などの生活

習慣病が増加し、社会保障費負担も増大の一途をたどるなど、深刻な問題となっています。 

・ 和歌山県地域医療構想においては、橋本医療圏において、病床区分の見直し、必要病床数の削減

に加え、「公的病院のあり方」が示されています。 

・ 保険医療を取り巻く環境の変化等に伴い、医師等医療スタッフ確保が必要となっています。 

 

■今後の課題 

・ 生活習慣の改善を含めた健康づくりを効果的に推進するため、乳幼児期から高齢期までのそれぞ

れのライフステージにおいて、その特性や必要性、健康課題等に応じた対策が必要です。 

・ 地域が主体となった健康づくりに対し、行政をはじめ、健康づくりに関する団体等との連携・協

力に努め、市全体としてまちぐるみで一体的に取り組む必要があります。 

・ 和歌山県地域医療構想を踏まえ、団塊の世代が後期高齢（75 歳以上）となる 2025 年に向けて、

中核病院として、多様化する市民の医療ニーズに応じて、地域の医療機関とより一層連携すると

ともに、機能分化を推進し、「治す医療」から「治し、支える医療」に質的転換が求められていま

す。 

・ 必要な医療スタッフの確保にあっては、地域偏在や診療科目別の偏在などにより、医師不足の状

況が続いています。 

 

■10年後の姿 

・ 健康寿命の延伸と、生活の質の向上のため、市民一人ひとりが健康管理・予防の重要性を学び

実践することで、市民・地域・行政が一体となった「健康なまちづくり」が進んでいます。 

・ 市民病院では、公的病院として他の医療機関との機能分化と密接な連携を図り、急性期医療 25

を中心に救急医療を充実させ、市民が安心して医療を受けられる体制が構築されています。 

 

 

  

施策項目

２１ 
政策６ 

25 急性期医療：病気の発生から回復に至るまでに提供される医療。 
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■施策の展開 

①健康づくりの支援体制の充実 継続 

  橋本市健康増進計画「健康はしもと２１」に基づく健康づくりを実施します。 

 地域での健康づくり支援を行います。 

②疾病の早期発見体制の充実 継続 

  特定健康診査・特定保健指導による生活習慣病予防および疾病の重症化予防を図ります。 

 がんによる死亡率減少のための対策型がん検診を実施します。 

③母子保健・医療の充実 継続 

  不妊治療費助成事業、未熟児養育医療・自立支援医療費助成事業等、治療費の一部を助成

することで経済的負担を軽減します。 

 予防接種がスムーズに受けられるよう普及啓発に努め、病気の予防に努めます。 

④市民病院の機能・医療体制の充実 新規 

  和歌山県立医科大学への医師派遣の依頼を引き続き行うとともに、診療科目別の偏在によ

り、医師の確保が困難な診療科目においては、「臨床研究支援プログラム」「大リーガー医

育成プロジェクト」を積極的に PR するなど、医師の確保に努めます。 

 専門・認定看護師の養成を引き続き実施し、質の高い看護ケアの提供を行います。 

 （仮称）入退院管理センターを設置し、多職種連携による病院機能の充実を図ります。 

 地域医療連携室を中心に、地元医師会や医療・介護の関連機関と密に、顔の見える関係づ

くり、信頼と安心できる医療の充実に努めます。 

⑤市民病院の救急医療体制の確保 継続 

  地域の二次救急を担う病院として、安全・安心の医療を提供するため、救急医を増員し、

救急医療体制の充実を図ります。 

 

■10年後の目標値 

指標名 現状値 
中間値 

（2022 年） 

目標値 

（2027 年） 

運動習慣者の割合 21％ 25％ 30％ 

特定健康診査受診率 36％ 45％ 60％ 

 

■市民・団体・事業者などの取組みの方向 

・ 伊都医師会・伊都歯科医師会・伊都薬剤師会は連携を図ることで市民の健康づくりに寄与しま

す。 

 

■関連する部門別計画 

◆橋本さわやか長寿プラン２１（橋本市高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画） 

◆橋本市健康増進計画「健康はしもと２１」 
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住み慣れた地域で安心して暮らせる持続可能な仕組みづくり 

社会保障 
 

 

■現状 

・ 国民健康保険制度、後期高齢者医療制度、国民年金制度、介護保険制度などの社会保障制度は、

健康で文化的な社会や老後の安定した生活を実現する上で重要な役割を担っていますが、本市の

高齢化率は 2017 年（平成 29 年）3 月末現在で既に 30％を超えており、高齢化の進展によっ

て保険給付や年金給付が増加していく中、それぞれの制度の適正な運営と財源確保が求められて

います。 

・ 生活困窮者に対しては、生活保護に至る前の段階から、生活に困窮している原因や問題を整理し、

安定した生活が営めるように自立へ向けた就労支援・相談支援を行なっています。 

 

■今後の課題 

・ 国民健康保険制度、後期高齢者医療制度について、収納率の向上とデータヘルス計画 26 に基づく

保健事業の推進など、保険財政の安定化と医療費の適正化により持続可能な医療保険制度にして

いく必要があります。 

・ 国民年金制度は、給付への不安などにより、保険料未納者や未加入者の増加などの問題を抱えて

います。また、年金の加入や免除申請、年金受給者に係る手続きなど、制度に関する情報を市民

に詳しく周知していく必要があります。 

・ 介護保険制度については、高齢化の進展に伴い介護給付費をはじめとした財政需要の増加が予想

されることから、持続可能な制度として適正に運営していく必要があります。また、制度に対す

る市民への正しい理解と周知を図る必要があります。 

・ 生活困窮者への支援については、家計の相談支援や、就労準備の支援を行うことを検討する必要

があります。 

 

■10年後の姿 

・ 全ての市民が安心して健康的な生活を送れるよう、それぞれの社会保障制度が市民の正しい理

解のもとで、適正に運用されています。また、生活困窮者への安定した雇用の場の確保と就労

支援が行き届いています。 

 

 

  

施策項目

２２ 
政策６ 

26 データヘルス計画：健康・医療情報を分析し、健康課題に対して目標を設定した事業を企画し、被保険者の健康増進をめざす計

画。 
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■施策の展開 

①国民健康保険制度の適正な運用 継続 

  広報やホームページ等により、国民健康保険制度の周知に努めます。 

 医療費の適正化、国保税の適正賦課と収納率の向上による国保財政の健全運営を進めま

す。 

 被保険者の健康の維持増進のため、データヘルス計画に基づく保健事業を積極的に展開し

ます。 

②後期高齢者医療制度の適正な運用 継続 

  広報やホームページ等により、後期高齢者医療制度の周知に努めます。 

 被保険者の健康増進のため、橋本市後期高齢者医療制度成人病検査助成事業を継続的に実

施します。 

③国民年金制度の適正な運用 継続 

  広報やホームページ等により、国民年金制度の周知に努めます。 

 国民年金制度の周知や口座振替、前納の推進により納付率を向上させ、無年金者の減少に

努めます。 

 免除制度の周知等によって未加入や未納を防ぎ、加入者が年金を受給できるよう促進しま

す。 

④介護保険制度の適正な運用 継続 

  広報やホームページ、出前講座の実施等により、市民や事業者に対して制度やサービスの

周知・普及を図り、制度の適正な運用を進めます。 

 介護保険事業の適正かつ円滑な運営をめざし、認定調査員に対する研修・指導や、介護認

定審査会委員に対する研修の充実などを通じて、公平・公正、正確な要介護認定を推進し

ます。 

 高齢者のニーズや地域の実情に応じたサービス確保に努めるとともに、ケアプランの点検

や事業者への指導・助言、給付費通知の送付など、介護給付の適正化に積極的に取り組み

ます。 

⑤生活困窮者の自立の促進 継続 

  ハローワークとも連携を図りながら、対象者の特性に合わせた就労支援などを実施しま

す。 

 地域の企業の情報収集を行い、就労支援員、自立支援相談員による就労支援を推進しま

す。 

 

■10年後の目標値 

指標名 現状値 
中間値 

（2022 年） 
目標値 

（2027 年） 

「社会保障」施策の市民満足度 40％ 45％ 50％ 

 

■市民・団体・事業者などの取組みの方向 

・ 社会保障制度を正しく理解し、必要とするサービスを適正に受けるよう努めます。 

・ 行政と連携し社会保障制度の適正な運用に努めます。 

 

■関連する部門別計画 

◆橋本さわやか長寿プラン２１（橋本市高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画） 

◆橋本市国民健康保険データヘルス計画 

◆橋本市地域福祉計画  
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住み慣れた地域で安心して暮らせる持続可能な仕組みづくり 

地域福祉 
 

 

■現状 

・ 少子高齢化や核家族化と相まって、家庭や地域でのつながりに変化がみられています。また、一

人暮らしの高齢者や障がいのある人、子育て家庭をはじめ、価値観の多様化など地域社会のつな

がりが希薄化し、地域に対する関心が低下しており、地域で安心した生活を送るために、地域に

おける住民相互の助け合い・支え合いが求められています。 

・ 地域住民が役割を持ち、支え合いながら、自分らしく活躍できる地域コミュニティを育成し、「地

域共生社会」を実現する必要があります。 

・ 地域福祉活動は、多くのボランティアの活動に支えられています。しかし、活動の担い手である

ボランティアが高齢化し、活動の負担が一部の人に集中しているケースが多くなっています。 

 

■今後の課題 

・ 行政や社会福祉協議会をはじめ、すべての市民、各種団体がそれぞれの役割を分担し、協働する

ことが必要です。 

・ 市民、地域団体、社会福祉協議会、行政等の協働を推進し、地域の課題を認識・共有しながら誰

もが安心して暮らしていくことができる地域社会の実現に向けた取組みが求められています。 

・ 社会福祉法の改正に伴い、その内容を盛り込むなど、地域福祉計画の見直しが必要になっていま

す。 

 

■10年後の姿 

・ 健やかで安心して暮らせるまちの実現をめざし、すべての市民が健康で生きがいをもちながら、

老後や日常の生活に不安のない地域社会が形成されています。 

 

 

  

施策項目

２３ 
政策６ 



103 

■施策の展開 

①地域における支え合いの仕組みづくり 継続 

  一人暮らしの高齢者や支援が必要な障がい者、ひとり親家庭など、なんらかの手助けを必

要としている人たちが地域で安心して心豊かな生活を送るために、市民、関係団体、事業

者、行政の役割分担と協力のもと、その体制づくりに努めます。 

 地域における支え合いの仕組みに繋げるため、民生委員児童委員等による高齢者・子育て

世帯などに対する見守り活動を支援します。 

②地域福祉の担い手の育成 継続 

  市民の自主的活動を促進するため、広報や啓発活動、教育の場などを通じて、福祉に対す

る理解や関心を高めます。 

 社会福祉協議会、地域の各種団体、NPO、ボランティア等の連携に努めます。 

③地域福祉団体・NPO 等への支援と連携の強化 継続 

  市民と行政が一体となり、地域福祉に取り組むため、社会福祉協議会やボランティア等の

連携に努めます。 

④権利の擁護と制度の周知 継続 

  高齢者や障がい者、子どもの権利を擁護するため、成年後見制度の周知、利用促進に努め

ます。 

 

■10年後の目標値 

指標名 現状値 
中間値 

（2022 年） 
目標値 

（2027 年） 

民生委員児童委員数 158 人 158 人 158 人 

 

■市民・団体・事業者などの取組みの方向 

・ 社会福祉協議会、地域の各種団体等は、連携に努めます。 

・ 民生委員児童委員は、各種福祉活動組織との連携に努めます。 

 

■関連する部門別計画 

◆橋本市地域福祉計画 
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住み慣れた地域で安心して暮らせる持続可能な仕組みづくり 

高齢者福祉 
 

 

■現状 

・ 橋本市では 65 歳以上の割合（高齢化率）が 30％を超えており、2025 年には高齢化率が

35.3％を上回ると推計されており、全国平均よりも急激な高齢化率の増加が懸念されています。

今後、高齢化が進むと、医療や介護を必要とする人がますます増加する一方で、それを支える体

制が十分機能できなくなることが予想されます。 

・ 介護や支援が必要な状態になっても自宅で過ごしたいと考える方が多くなる中で、在宅生活を継

続するために必要な介護・医療サービス等を提供するとともに、地域における支え合い等地域資

源と連携させることで、切れ目なく効率的に支援できる体制づくりを進めています。 

 

■今後の課題 

・ 高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けられるよう、保健・医療・福祉・介護予防・生活支援等の

高齢者福祉に関わるあらゆる組織と、地域住民、NPO 法人、関係機関が連携し、地域包括ケア

システム 27 の構築に向けた取組みを進め、生活支援や見守り活動など地域の実情に応じた支え合

いの取組みを推進していくことが必要です。 

・ 高齢者の豊かな経験や知識をまちづくりにいかすとともに、生きがいづくりや交流の場として参

加できるような環境づくりをすすめることで、元気な高齢者を増やすことが必要です。 

・ 一人暮らしの高齢者や高齢者のみの世帯への支援や、認知症高齢者を地域で見守る取組みが必要

です。 

・ 高齢者の尊厳を保持するため、高齢者虐待の防止と早期発見・早期対応への取組みや認知症に関

する正しい知識の周知啓発が必要です。 

 

■10年後の姿 

・ いきいきといつまでも住み慣れた地域で暮らし続けることができる環境を構築し、自分らしく

活躍できる地域コミュニティを育成することで、健康寿命が延び、認知症や介護が必要な状況

になっても安心して生活することができる状態となっています。 

 

 

 

  

施策項目

２４ 
政策６ 

27 地域包括ケアシステム：住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるための、住まい・医療・介

護・生活支援・介護予防が一体的に提供されるシステム。 
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■施策の展開 

①地域における支え合いの仕組みづくり 継続 

  橋本市社会福祉協議会を中核的な存在として、地縁組織・NPO 法人・ボランティアなど個

人・団体のネットワーク化を進め、助け合い・支え合いの仕組みの構築を進めます。 

 生活支援の担い手の養成や、地域の求めるニーズと生活支援のマッチングを創るため、日

常生活圏域で活動する生活支援コーディネーターを育成します。 

②世代間交流の促進 継続 

  高齢者が、豊かな知識や経験をいかし、地域における子育て支援等の活動に参加すること

で、高齢者自身が役割を持って取り組むことにより介護予防や生きがいづくりにつなげら

れる仕組みづくりを進めます。 

③高齢者の権利擁護や相談体制の充実 継続 

  複雑化、多様化している課題の解決へ向け、専門職だけでなく民生委員児童委員など地域

福祉関係者とも密接に連携し、その対応ができるように努めます。 

 地域包括支援センターの PR に努め、子育て世代包括支援センター（ハートブリッジ）など

関係機関との連携を強化し、制度や分野の垣根を越えた、誰でも気軽に相談できる相談体

制を充実します。 

 高齢者虐待の早期発見や適切な対応をめざし、通報窓口の周知など高齢者の権利擁護に向

け対応体制の整備を行います。 

 支援が必要な人およびその家族に対して、成年後見制度の啓発および利用支援に努めま

す。 

④高齢者の生活支援の充実 継続 

  介護予防・日常生活支援総合事業の充実を図ります。 

 買い物支援、外出支援、見守り活動など地域の実情に応じた生活支援体制の整備に努めま

す。 

⑤介護予防等高齢者の健康維持の促進 継続 

  介護予防体操・地域ふれあいサロン・老人クラブなど地域住民主体の取組みを推進するた

め、運営支援など、多様なニーズに合わせた支援の充実を図ります。 

 ボランティア活動等に気軽に参加できる仕組みを構築し、社会参加することで生きがいや

喜びを感じ、健康維持・介護予防に繋がる働きかけを進めます。 

 シルバー人材センターの啓発・広報を行い、高齢者の就労を支援し、就業することにより

生活の張り合いや生きがいを感じられるように努めます。 
 

■10年後の目標値 

指標名 現状値 
中間値 

（2022 年） 
目標値 

（2027 年） 

認知症サポーター数 3,000 人 4,000 人 5,000 人 

高齢者の運動習慣割合 6％ 8％ 10％ 

 

■市民・団体・事業者などの取組みの方向 

・ 地域内で助け合い・支え合いの意識を高めます。 

・ 自らの持つ知識や経験・特技をいかし、地域活動を積極的に行います。 

・ 住み慣れた地域で暮らし続けることができるよう介護予防に努めます。 

・ 高齢者の生きがいづくりや居場所づくりを進めます。 
 

■関連する部門別計画 

◆地域福祉計画        ◆橋本市健康増進計画「健康はしもと２１」 

◆橋本さわやか長寿プラン２１（橋本市高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画） 
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住み慣れた地域で安心して暮らせる持続可能な仕組みづくり 

障がい者福祉 
 

 

■現状 

・ 就労に向けた訓練等の実施のため、障がい福祉サービスの利用促進や、障がいのある人が就労で

きる環境の確保へ向けた支援体制に取り組んでいます。 

・ 相談支援センターを気軽に利用できるよう障がいのある人への周知を進めています。必要に応じ

て複数のサービスを適切に結びつけるなど、総合的かつ継続的な支援を行うために、より一層の

計画相談支援事業の充実に努めています。 

・ 障がいのある人が安全・安心に暮らすことができるよう、障がい特性に配慮した住宅や公共施設

や道路、交通機関、障がい者用駐車場などの環境整備を進めています。 

 

■今後の課題 

・ 障がい者が自らの望む地域生活を営むことができるよう、「生活」と「就労」に対する支援の一層

の充実や、高齢障がい者による介護保険サービスの円滑な利用を促進するための見直しを行う必

要があります。 

・ 「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律」および「児童福祉法」に基づ

き、障がい児（者）支援のニーズの多様化にきめ細かく対応するため支援の拡充を図るほか、サ

ービスの質の確保・向上に向けた取組みが必要となっています。 

・ 障がいのある人の様々なニーズに対応し、見守り等支援が受けられるグループホームの整備、移

動を支援するための対策、保健・福祉サービスの充実や、障がいのある人が、地域や職場でその

人らしく当たり前に生活できる環境整備を進める必要があります。 

・ 園や学校、地域などにおいて、障がいのある子どもとの関わりが持てる機会や居場所づくり、ま

た、職員や市民等に向けた福祉教育を充実させていく必要があります。 

 

■10年後の姿 

・ 障がいに対する市民の理解が深まり、障がい者の自立とより一層の社会参加が進み、地域の中

で互いに支え合いながら共に生きる社会の形成が進んでいます。 

 

 

 

 

  

施策項目

２５ 
政策６ 
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■施策の展開 

①自立と社会参加の促進 継続 

  地域生活を希望する障がいのある人が、自立生活に必要な能力を身につけられるグループ

ホームの利用や、居宅において必要な福祉サービス等を利用し自立できる生活等を支援す

る障がい福祉サービス等の利用を促進します。 

 障がい者の就労等に向けた情報提供や支援機関の紹介を行います。 

 障がいにより判断能力に不安のある人等が不利にならないよう権利を擁護するため、成年

後見制度の利用促進に努めます。 

②啓発・交流の促進 継続 

  障がいに関する市民の正しい理解と認識を深めるため、広報紙やホームページ、パンフレ

ット等を活用した啓発活動を推進します。 

 地域の行事や文化活動等に、障がいのある人もない人も参加しやすい環境を整え、交流の

場づくりに努めます。 

③地域での支援の充実 継続 

  福祉・保健・教育等の専門機関や福祉に関わる事業所などで構成する「橋本・伊都地域自

立支援協議会」において、障がいのある人からの多様な相談に対応できる仕組みづくりに

取り組みます。 

 

■10年後の目標値 

指標名 現状値 
中間値 

（2022 年） 

目標値 

（2027 年） 

手話奉仕員の養成 6 人 26 人 46 人 

障がい者福祉サービスの計画相談支援 

（月件数） 
70 件 80 件 90 件 

 

■市民・団体・事業者などの取組みの方向 

・ 障がいや障がいのある人に対する理解を深め、それぞれの立場からの適切な配慮を行いま

す。 

・ 身近な地域での自立、社会参加ができるようにします。 

・ 障がいに係るサービスを提供する事業者等は、地域の実情に応じた質の高い福祉サービス

の提供に努めます。 

・ 事業者は、障がい者雇用環境の改善を行い、障がい者雇用の促進に努めます。 

・ 市民・団体・事業者は、地域に不足している障がい福祉サービス等の充実を図ります。 

 

■関連する部門別計画 

◆第２次橋本市障がい者計画・第４期橋本市障がい福祉計画 
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【Ⅱ】 
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育てる 
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基本目標  子どもから高齢者までともに育み学び合うまち 

政策 7 

 
施策項目 26 

施策項目 27 

人権・平和 

男女共同参画 

一人ひとりの個性が尊重され思いやりのあるまち
づくり 

政策 8 妊娠・出産、子育てから教育まで切れ目のない支
援とそれを支える社会づくり 

政策 9 生涯にわたる生きがいづくりと心の豊かさを高め
るまちづくり 

 
施策項目 28 

施策項目 29 

出産・子育て環境 施策項目 30 

施策項目 31 

 

施策項目 32 

施策項目 33 

生涯学習 

生涯スポーツ 

施策項目 34 

文化芸術・国際交流 

青少年健全育成 

子ども・家庭 

地域・家庭・学校・行
政の連携 

学校教育 

地域コミュニティ 歴史遺産 

施策項目 35 

施策項目 36 

施策項目 37 
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一人ひとりの個性が尊重され思いやりのあるまちづくり 

人権・平和 
  

 

■現状 

・ 「基本的人権の尊重」や「平和社会の実現と維持」は、国際社会における共通の原理であり、日

本国憲法や世界人権宣言の理念とするところです。しかしながら、今なお、人種、民族、国籍、

信条、性別などによる人権に関する多くの課題が存在し、紛争や貧困などにより、多くの人々の

生命や身体が危険にさらされています。また、情報化社会の進展や社会構造の変化などによって

生じた人権侵害や社会的弱者への虐待、性的マイノリティへの差別などあらたな社会問題への対

応が必要となっています。 

・ これらの人権問題の解決には、市民一人ひとりが、生涯を通して人権尊重の思想に触れることが

重要であり、あらゆる段階での教育や啓発が必要です。 

 

■今後の課題 

・ 市民の人権意識の高揚に向けた啓発活動や新しい人権課題についての理解を深める取組みが必要

です。 

・ 「自由権（すべての人が人間らしく生きるために、個人の生命と自由を保障し、それに財産権と

法の下の平等を加えたもの）」「社会権（社会的・経済的に弱い立場のある人達に目を向け、個人

の生活困難な市民に対して何らかの社会的支援を保証するもの）」を「人間の尊厳の確立」という

共通の目標に調和させ、その実現により、市民一人ひとりの幸せな生活条件を整備し、すべての

市民が対等・平等な人間関係の中で、地域社会で安心して暮らすことのできる環境をつくること

が課題です。 

 

■10年後の姿 

・ 市民一人ひとりの人権意識や平和に対する意識が高まり、ともに生き、ともに支えあう地域社

会が構築されています。 

 

 

  

施策項目 

２６ 
政策７ 
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■施策の展開 

①人権啓発活動の推進 継続 

  地域社会における排除や摩擦、孤立などの問題を未然に防ぐために、それらの問題の不合

理に気づき、ともに生きることのできるまちづくりを推進するための効果的な啓発を進め

ます。 

 人権侵害の予防と早期発見、相談・支援・援助の活動のため、当事者組織、支援のための

組織、支援する専門的機関（福祉・医療・教育機関など）およびさまざまな組織によるネ

ットワークづくりに努めます。 

②人権施策を推進するための仕組みの充実 継続 

  人権尊重の社会づくりは市政の重要な柱と位置づけ、橋本市人権施策推進本部を核として

総合的な人権施策を図ります。 

 人権にかかる問題の多様化など時代の変化に伴い、「人権施策基本方針」の見直しを図りま

す。 

 自分たちの地域において自分たちの人権問題に取り組むために、人権教育啓発活動を行う

「人権啓発推進委員会」の活動の充実を図ります。 

 様々な人権問題に係る相談体制の充実および相談員のスキルアップを図ります。 

③人権尊重のための教育・啓発と平和学習の推進 継続 

  家庭や地域社会、職場など生活のあらゆる場面において、人権尊重の心を育んでいけるよ

う人権教育・啓発を推進します。 

 人権の意義やその重要性についての正しい知識を十分に身に付けることができるよう、ま

た平和を願う豊かな心を育み、平和の尊さが次世代に語り継がれていくよう、継続した人

権教育・平和学習を学校およびその他あらゆる場面で啓発・推進します。 

 人権侵害を予防できる感性と実践力を持つことができるよう、職員研修に力を注ぎ、また

参加型・体験型の研修を取り入れ、人権の担い手としての自覚と規律を高めるよう努めま

す。 

④人権擁護のための関係機関・団体等の連携の充実 継続 

  人権擁護委員による特設人権相談を行います。 

 「人権啓発推進委員会」、「人権擁護委員協議会」と連携し、人権啓発活動の充実および人

権侵害に係る問題解決に努めます。 

 

■10年後の目標値 

指標名 現状値 
中間値 

（2022 年） 
目標値 

（2027 年） 

「人権・平和」施策の満足度 50％ 55％ 60％ 

 

■市民・団体・事業者などの取組みの方向 

・ 人権尊重の理念について、一人ひとりが自分自身の問題として理解を深めます。 

・ 地域における自主的な人権啓発活動に努めます。 

・ 人権に関する研修の充実など、従業員の人権意識の向上に努めます。 

 

■関連する部門別計画 

◆橋本市人権施策基本方針  
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【Ⅲ】 
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一人ひとりの個性が尊重され思いやりのあるまちづくり 

男女共同参画 
 

 

■現状 

・ 男女平等を実現し、固定的な性別役割分担意識を解消することをめざした教育および学習を推進

しています。 

・ 雇用や職場での男女平等などについて、事業所に対して啓発を行なっています。 

・ 育児や介護など家庭内での役割を性別にとらわれず分担し、家庭生活と職業その他の活動が両立

できる環境づくりを推進するため、子育て相談などの子育て支援や介護学習会の開催など介護支

援に努めています。 

 

■今後の課題 

・ 少子・高齢化への対応や経済の活性化に向け、男女が対等な社会の構成員として、能力や個性を

十分に発揮できる社会が求められており、男女共同参画への理解をより一層深めることが必要で

す。 

・ 性別に関わらず多様な生き方が選択でき、家庭、職場、学校、地域その他の社会のあらゆる分野

で共に参画し、利益を享受できるよう、研修会の実施をはじめ、講座や講演会の開催など啓発活

動を推進します。 

・ DV（ドメスティック・バイオレンス）28 の根絶に向け、相談・支援および支援者に向けた研修会

を行うなど、女性の人権擁護への取組みを推進します。 

 

■10年後の姿 

・ 家庭・職場・地域等のあらゆる分野に男女が参画することができるとともに、ワーク・ライフ・

バランス 29 が実現され、誰もが個性と能力をいかすことができる社会が構築されています。 

 

 

  

施策項目 

２７ 
政策７ 

28 DV（domestic violence）：同居関係にある配偶者や内縁関係の間で起こる家庭内暴力のこと。 
29 ワーク・ライフ・バランス：誰もがやりがいや充実感を持ちながら働き、仕事上の責任を果たすとともに、家庭や地域生活など

においても、子育て期、中高年期といった人生の各段階に応じて多様な生き方が選択・実現できること。 
30 エンパワーメント：社会・組織を構成する一人ひとりが、発展や改革に必要な力をつけること。 



113 

■施策の展開 

①人権の尊重と男女共同参画に向けた意識づくり 継続 

  男女平等のもとに男女共同参画を進めていくために、性別にとらわれることなく、それぞ

れの個性と能力を発揮していく男女共同参画の意識を高めるため、教育と啓発に取り組み

ます。 

②男女のエンパワーメントへの支援 継続 

  それぞれの生きる意欲や生活する意欲を高め、経済的な自立や生活の自立に向けての力を

育んでいくためのエンパワーメント 30 への支援に取り組みます。 

③ワーク・ライフ・バランスの推進 継続 

  家庭内での固定的な役割分担意識の解消を図るとともに、仕事を優先した生活を見直し、

育児・介護休業などの制度を活用して、男女が共に家事・育児・介護などに参加し、ワー

ク・ライフ・バランスについての認識を深めるための啓発を進めます。 

④あらゆる分野における男女共同参画の推進 継続 

  労働や行政、地域・市民活動など、あらゆる分野で男女共同参画を進めていくために、性

別にとらわれることなく男女が共に参加しやすい環境の構築に努めます。 

⑤配偶者等からのあらゆる暴力の根絶 継続 

  DV 被害が潜在化しないよう、市の窓口業務や医療機関などの関係機関で DV を早期に発

見するとともに、DV 被害者支援ネットワークの構築と、被害者の安全確保と自立に向けた

保護・支援に努めます。 

 DV に関する正しい知識を身につけるとともに、身近な DV 被害者の早期発見・即解決の

ため、DV 根絶に向けた啓発に取り組みます。また、結婚していない若い男女間での DV

が増えつつあるため、デート DV についても啓発を推進します。 

 

■10年後の目標値 

指標名 現状値 
中間値 

（2022 年） 
目標値 

（2027 年） 

女性委員ゼロの審議会等の割合 30％ 10％ 0％ 

「男女共同参画」施策の満足度 50％ 55％ 60％ 

 

■市民・団体・事業者などの取組みの方向 

・ 男性も女性もお互いを尊重し、責任も分かち合い、その個性や能力を十分に発揮できるよう努

めます。 

・ 男女がともに働きやすい環境づくりに努めます。 

 

■関連する部門別計画 

◆橋本市男女共同参画計画 
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【Ⅲ】 
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妊娠・出産、子育てから教育まで切れ目のない支援とそれを支える地域づくり 

出産・子育て環境 
 

 

■現状 

・ 近年、少子化・核家族化・地域のつながりの希薄化により、妊娠・出産や子育ての伝承が世代を

超えて行えず、子育ての仕方がわからない、子どもにどう接したらよいかわからないと訴える保

護者が年々増加しています。また、ひとり親家庭、ステップファミリー31 が増加する等、家族の

形態も以前とは変わってきており、新たな課題が出てきています。 

・ 子どもとの向き合い方がわからず、大人主導の思いや生活を繰り返す中で、精神的不安定や問題

行動をとる子どもが増えてきています。 

・ 保育園、幼稚園、こども園については、計画的な整備を行っており、また、質の高い幼児期の教

育・保育の総合的な提供を行なっています。 

 

■今後の課題 

・ 健診や相談、教室や訪問事業を通じて、保護者が安心して妊娠・出産・育児に取り組めるよう関

係課・関係機関の連携強化が求められます。さらに、健診未受診者、孤立している妊婦や子育て

中の保護者をなくし、身近に相談できる体制の構築が必要となってきています。 

・ 若い世代の保護者が、子育ての相談や遊び場の提供を気軽に受けられる地域の子育て支援センタ

ーの充実が求められます。また、子育て世代包括支援センター（ハートブリッジ）では、従来の

3 つの大きな役割である「産前・産後の早い時期からのきめ細やかな支援体制の構築」、「相談窓

口の一本化と明確化」、「子育て支援のための地域づくり」を、さらに強化していく必要がありま

す。 

・ 安心して、妊娠・出産ができるように、育児休暇の保障や育児休暇に対する理解、時短勤務など、

職場の雰囲気と福利の充実を進める必要があります。 

・ 共働き世帯の増加により、保育の必要性のある子どもが増加していく傾向にあり、0 歳児・1 歳

児の受け入れ枠の新設または拡充が必要となっています。一方で、小学校入学後も引き続き学童

保育の希望者も増えてきていることから、受け入れ体制の充実が必要となっています。 

 

■10年後の姿 

・ 子育て世代包括支援センター（ハートブリッジ）を核とした、妊娠期から将来を見通した支援

体制が構築されており、早期からの支援と安心して子育てできる環境が実現しています。また、

より質の高い幼児期の教育・保育の総合的な提供が行われ、次代の社会を担う子どもたちを、

地域ぐるみで育てていくことのできる社会の構築が進んでいます。 

 

 

  

施策項目

２８ 
政策８ 

31 ステップファミリー：どちらかに子どもがいる状態で再婚し、新たに築かれる家族のこと。 
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■施策の展開 

①母子保健事業の充実 継続 

  「妊娠の届出」には必ず保健師が対応し、様々な不安に対応すると共に、出産後にも専門

職による訪問やサービスの提供に繋げる等、産前産後の様々な支援を行います。 

 子育てに関する不安を解消するために各種健診、相談、教室、訪問などを通じて、子育て

に関する情報の周知や仲間づくりに努めます。 

 自己肯定感を育む、自分の気持ちや身体を大切にするだけでなく、他者を大切にするとい

う、人として大切なことを教育との連携の中で育んでいきます。 

 子育て世代の保護者を孤立させないよう社会全体で子どもの健やかな成長を見守り安心し

て生み育てることができるような地域づくりを関係機関とも連携して取り組みます。 

②保育施設および多様な保育サービスの充実 継続 

  子育て支援センターと地域の子育てサークルが連携し、子育てや親育ちの学びの場を拡大

していきます。 

 認定こども園等の保育環境の整備を図ります。 

 0 歳児・1 歳児の保育受入れ枠の新設・拡充を図ります。 

 発達支援保育の充実を図ります。 

③安心して子育てできる支援体制の充実 継続 

  地域で親子を孤立させないよう、民生委員や母子保健推進員等と連携し、子育て教室の開

催や訪問・見守り活動の充実を図ります。 

 子育て支援センターと地区公民館や児童館等が連携し、地域の同世代の親や、世代を超え

た人々が交流する機会を設け、地域のつながりを育て、地域コミュニティづくりを推進し

ます。 

 児童の養育が一時的に困難な場合に利用できる制度を推進します。 

 妊娠期から子育て期（18 歳まで）を対象に、子育て世代包括支援センター（ハートブリッジ）

を核として幅広い相談に的確に対応し、早期から切れ目のない支援を行う体制づくりの構

築に努めます。 

 安心して利用できる学童保育の支援・整備に努めます。 

 

■10年後の目標値 

指標名 現状値 
中間値 

（2022 年） 
目標値 

（2027 年） 

4～5 か月児健康診査受診率 99.5％ 100％ 100％ 

子育て支援センター年間参加数 12,000 組 12,500 組 13,000 組 

 

■市民・団体・事業者などの取組の方向 

・ 行政、事業法人等がそれぞれの役割を分担し、関係機関と連携を図りながら、子育て支援セン

ターの運営にあたります。 

 

■関連する個別計画 

◆橋本市子ども・子育て支援事業計画書  
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妊娠・出産、子育てから教育まで切れ目のない支援とそれを支える地域づくり 

子ども・家庭 
 

 

■現状 

・ 近年、出生数が減少しているにもかかわらず、発達支援を必要とする子ども、自分を抑えられず

問題行動を繰り返す子ども、学校に来づらい子ども、学力低位の子ども、虐待の被害にあってい

る子ども、保護者の養育に課題のある子ども、家庭で生活することが困難な子どもなど、支援を

必要とする子どもたちが増えています。 

・ 発達面で支援を必要とする場合は、健康診査や教室、相談を通じて、子どもや保護者の状況を把

握し、関係機関との連携により、児童発達支援事業や各園での発達支援保育につなげています。

また、保護者自身に、精神疾患、養育能力が低い等の課題があり、支援が必要となる場合もあり

ます。 

・ 児童虐待等の対応を行う要保護児童対策地域協議会 32への相談件数は年々増加していますが、学

校、警察、児童相談所などの関係機関と連携し、虐待被害の減少に努めています。 

・ 経済的不安を抱えた家庭は増加傾向にあり、中でもひとり親家庭は、子育てと生計の担い手とい

う二重の役割を一人で担わなくてはならない現状になっています。 

 

■今後の課題 

・ 子どもの障がいや発達のつまずきを保護者が受容する際には、精神的に大きく揺れることも少な

くありません。保健師・のびのび教室 33 スタッフ・発達相談員・家庭児童相談員・医療機関・こ

ども園・保育園・幼稚園・学校・教育委員会・要保護児童対策地域協議会など関係者がより一層

連携を密にして対応していく必要があります。 

・ 療育が必要な子どもたちが適切な時期に支援を受けることができるよう、こども園、保育園、幼

稚園での発達支援保育およびたんぽぽ園等児童発達支援・放課後等デイサービスの充実が必要で

す。 

・ すべての要保護・要支援家庭に対して適切な対応・支援が実現されるよう、教育と福祉の連携の

あり方、子育て世代包括支援センター（ハートブリッジ）の体制の確立に併せ、市町村子ども家

庭総合支援拠点 34（仮称）の設置による体制強化など、市民や関係機関にわかりやすい支援体制

の構築に取り組む必要があります。 

・ 子育て世帯の経済的負担の軽減として、引き続き、児童手当や子どもの医療費助成制度の充実や

就業のための子育て・生活支援の充実が必要です。 

 

■10 年後の姿 

・ 子どもや女性、障がいのある方等社会的弱者の人権が守られ、すべての子どもたちが心身とも

に健やかに成長していける支援体制が整っています。 

・ 児童虐待を発見した場合、速やかに適切な対応を行い、また、児童虐待に至る前においても、

教育福祉の連携のもとで早期に対応ができ、子ども達が健やかに成長することができるように

なっています。 

 

  
32 要保護児童対策地域協議会：虐待を受けている子どもを始めとする要保護児童の早期発見や、適切な保護支援を図るために、自

治体が設置する組織。 
33 のびのび教室： 1 歳 8 か月児健康診査などで発達につまづきがある幼児や育児に不安のある保護者を対象とした親子教室。 
34 市町村子ども家庭総合支援拠点：子どもやその保護者を対象に、地域の資源やサービスを連携させながら、実情把握と相談業

務、訪問等の継続的な支援を行う拠点。 

施策項目

２９ 
政策８ 
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■施策の展開 

①発達に心配のある子どもへの総合的かつ継続的な支援の推進 継続 

  母子保健・児童福祉・学校教育・障がい児分野にまたがる子どもの障がいの早期発見、早

期対応（保育・教育）、障がい受容と制度利用について、保健・医療・福祉・教育等の関係

課・機関が連携し支援体制のネットワークづくりの充実に努めます。 

 子育て世代包括支援センター（ハートブリッジ）では、子どもの成長や学校生活における

悩みの相談を受け、必要な支援につなげます。 

②児童虐待防止の推進 継続 

  子ども家庭支援に求められる専門性が維持できる相談体制を強化します。 

 子ども家庭総合支援拠点（仮称）を設置します。 

 教育福祉の連携体制を整備します。 

③子育て家庭の経済的負担の軽減 継続 

  就業と子育てを両立できる支援の検討を行います。 

 安定した就労につなげるために、受給できる手当や給付金、貸付等の制度の紹介を行いま

す。 

 未就労の親に対し、求職活動の支援や、資格取得、講座情報の提供および関係機関につな

ぐなど、就労支援の取組みを推進します。 

 

■10年後の目標値 

指標名 現状値 
中間値 

（2022 年） 

目標値 

（2027 年） 

のびのび教室利用児数（延人数） 4,850 人 4,900 人 4,950 人 

ひとり親就労支援相談件数（年間） 13 件 20 件 25 件 

 

■市民・団体・事業者などの取組みの方向 

・ 児童発達支援センター・児童発達支援事業所・民生委員児童委員・主任児童委員・母子保健推

進員・学校法人・社会福祉法人・NPO・ボランティアが、子どもの健全な発達・成長のため

に支援・協力を進めます。 

 

■関連する部門別計画 

◆橋本市地域福祉計画 

◆橋本市子ども・子育て支援事業計画 

◆橋本市教育大綱 
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妊娠・出産、子育てから教育まで切れ目のない支援とそれを支える地域づくり 

地域・家庭・学校・行政の連携 
 

 

■現状 

・ 子どもを取り巻く社会状況と家庭環境が大きく変化し、地域社会のつながりや支え合いの希薄化

により、地域から孤立して子育てをする家庭の増加や住民の地域活動に参加する機会の減少など、

地域や家庭の教育力の低下へとつながっています。また学校ではいじめ、不登校など様々な問題

が複雑化・困難化する中で、学校だけでなく社会全体で問題解決に取り組む必要があります。こ

のような中で、地域・家庭・学校の課題と情報を共有しあい、それぞれの教育力を高めていける

ように、それぞれの主体が連携できる仕組みづくりに向けた取組みを行なっています。 

・ 地域の力を学校に、学校の学びを地域に広げる共育コミュニティ 35 づくりを推進するために、学

校・地域・関係団体等と協議し、市内全域に運営組織である共育コミュニティ本部の設置を進め

ています。 

 

■今後の課題 

・ 個々の対応だけでは解決できない課題に対して、保育・教育機関も含め、地域が一体となって子

育てに取り組める環境を構築していく必要があります。また、活動が継続かつ拡充できるよう、

地域の幅広い層に参画してもらえるような仕組みづくりが課題です。 

・ 学校と地域の要請を調整する共育コーディネーターの人材確保や育成と共育コミュニティの活動

のさらなる情報発信が必要です。 

・ 地域・家庭・学校の連携により、情報の収集・共有・有効活用を行えるような仕組みづくりが課

題です。 

 

■10年後の姿 

・ 子どもの豊かな成長のために、地域の様々な知識や多彩な経験を持つ人々の力を活用し、学校

を核とする子育ての取組みが構築されているとともに、この取組みを通じて地域の将来を担う

人材が育成され、持続発展可能な地域社会となっています。また、地域、家庭、学校そして行

政が連携、協働することで、子どもと大人のつながりやふれあいが深まった地域となっていま

す。 

 

 

 

  

施策項目

３０ 
政策８ 

35 共育コミュニティ：地区公民館単位等を一つのまとまりとして、子どもたちの豊かな成長のために、学校と地域が連携・協働し

人と人とのつながりを再構築することをめざすもの。 
36 コミュニティスクール：保護者や地域のニーズを反映させるために、地域住民の代表で組織する学校運営協議会を有し、地域住

民が学校運営に参画することを意図した形態の学校のこと。 
37 学校プラットフォーム：学校を核として教育関係者や福祉関係者、また官民が連携して子どもを総合的に支援する仕組み。 
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■施策の展開 

①地域・家庭・学校の連携を育む 継続 

  すべての学校に学校運営協議会を設置し、コミュニティスクール 36 を実現します。 

 地域の教育力をいかすために、学校開放に努めます。 

②共育コミュニティの推進 新規 

  共育コミュニティ本部未設置の地域について、地域の実情を踏まえた活動内容を検討しな

がら、本部の設置を推進します。また、学校・地域と目標や未来像を共有し、持続的な活

動が確立できるよう支援体制をつくります。 

 共育コーディネーターの資質向上のための研修を充実させます。 

 共育コミュニティについての情報発信を行い、学校・地域が連携・協働し社会全体で子ど

もたちの成長を支えていく共育コミュニティの活動への参画を呼びかけます。 

③教育福祉の連携 新規 

  放課後ふれあいルームや共育コミュニティ、家庭教育支援チームなどの地域の資源が学校

運営に有効的に働くための仕組みとして、学校プラットフォーム化 37 を推進します。 

 「こども食堂」を実施する団体を支援し、子どもが安心して過ごせる家庭以外の居場所づ

くりを促進します。 

 

■10年後の目標値 

指標名 現状値 
中間値 

（2022 年） 
目標値 

（2027 年） 

共育コミュニティ本部の設置 4 地区 8 地区 8 地区 

学校プラットフォーム化の実施率 － 80％ 100％ 

 

■市民・団体・事業者などの取組みの方向 

・ 学校を核とした地域づくりを推進することで地域の連帯意識を育み、また学校支援を通じ地域

住民の自己実現や生きがいにつなげていきます。 

・ 地域は一体になって子どもを育てることで、学校の総合的な教育力を高めます。 
 

■関連する部門別計画 

◆橋本市教育大綱    

◆橋本市生涯学習推進計画 
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妊娠・出産、子育てから教育まで切れ目のない支援とそれを支える地域づくり 

学校教育 
 

 

■現状 

・ 市では「人が学びあい、共に育むまちづくり」を基本理念に、教科指導と特別活動を含む生徒指

導を両輪として学校教育に取り組んでいます。教科指導では学力向上に向け、子どもの主体的な

学びを大切にした授業改善、特別活動では人権教育、態度教育を重点目標に、基本的な生活習慣

の確立、いじめのない学校づくりをめざした取組みを進めています。 

・ 共働き家庭やひとり親家庭、核家族が増加していることから、保護者が子育てに専念することが

難しくなってきており、従来は家庭で行われてきていた保育が、保育・教育機関に期待されるこ

とが多くなっています。 

 

■今後の課題 

・ 学力向上に向けたさらなる授業改善と、道徳の年間指導計画の見直し、評価のあり方等教科化に

向け取り組んでいくことが課題です。 

・ 誰もが安心して学校生活が送れるよう互いに認め合い尊重しあう、いじめのない学校づくり、ま

た家庭が子どもにとって安心できる居場所となるよう家庭支援の充実、学校だけでは解決できな

い課題解決にむけて地域の力を活用するコミュニティづくりが急がれています。 

・ 保育・教育機関においては、就学前から子どもに対する教育だけではなく、子育てに不安を抱え

ている保護者に対する支援も行うことで、保護者の不安解消や家庭の保育・教育環境の改善に努

める必要があります。 

・ 乳幼児期に培うべき力を明らかにし、子どもにとってより良い保育・教育が行われるよう、保

育・教育機関と保護者間において共通理解を図る必要があります。 

 

■10年後の姿 

・ 安全・安心な環境で主体的な学びを提供できる学校がつくられているとともに、幼稚園等、学

校、地域、行政等の関係機関が連携して、保護者の子育て不安や相談に対応できる仕組みが構

築され、地域ぐるみで子どもの育ちを見守るコミュニティが実現されています。 

 

 

 

 

  

施策項目

３１ 
政策８ 



121 

■施策の展開 

①豊かな心を育てる 継続 

  関係機関が連携して、家庭支援を推進します。 

 家庭や学校、地域での人権意識の高揚に努めます。 

 態度教育を推進し、道徳性を育てます。 

②多様な学びと健やかな体を育む 継続 

  基礎学力を基盤として、主体性のある学びを推進します。 

 外部人材を活用した、多様性・共同性の学びを推進します。 

 読書活動の推進に向けて環境を整えます。 

 食の大切さについての学びを推進します。 

③安全で良好な教育環境の確保 継続 

  児童・生徒が安心して学校生活が送れるよう、就学援助を行います。 

 教職員や児童生徒の心身の健康保持に努めます。 

 安全安心な学校給食を提供します。 

 学校施設等について、老朽化の状況や質的改善を考慮しながら、計画的に長寿命化を図り

ます。 

 通学路の安全確保を図るため、点検等の取組みを推進します。 

 情報化社会に対応できる能力の育成を図るため、ICT 環境の整備を推進します。 

④幼児保育・教育の充実 継続 

  教育・保育サービスの質（と量）の確保を図ります。 

 関係機関と連携して家庭の子育て支援を行います。 

 児童発達支援の充実を図ります。  

⑤特別支援教育の充実 継続 

  障がい（発達障害を含む）への理解が進むよう啓発を進めます。 

 個々の障がい児への支援を行います。 

⑥ふるさと教育の充実 継続 

  ふるさと橋本学の活用によりふるさと教育を進めます。 

 

■10年後の目標値 

指標名 現状値 
中間値 

（2022 年） 

目標値 

（2027 年） 

安全・安心で豊かに学べる学校の実現 

（全国学習状況調査において 

学校に行くことが楽しいと答えた割合） 

87％ 90％ 95％ 

全国学力調査において 

全国平均を上回っている学校の割合 
40％ 60％ 80％ 

 

■市民・団体・事業者などの取組みの方向 

・ 地域では、子どもを仲立ちにした地域づくりを推進することで地域の連帯意識を育み、また学

校支援を通じて地域住民の自己実現や生きがいにつなげていきます。 

 

■関連する部門別計画 

◆橋本市教育大綱 

◆橋本市子ども・子育て支援事業計画  
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生涯にわたる生きがいづくりと心の豊かさを高めるまちづくり 

生涯学習 
 

 

■現状 

・ 「橋本市生涯学習推進計画」に掲げる３つの基本方針に基づき、「人が育ちあう共育のまちづくり」

を基本理念として生涯学習を推進しています。 

・ 地域での人間関係の希薄化を解消するため、公民館・児童館・図書館などで利用者同士が交流し

たり、親子で楽しめる事業や学びの場の提供をしています。 

・ 橋本市民大学いきいき学園、ふるさと再見市民講座等の市民のニーズに沿った教室・講座を開催

しています。 

 

■今後の課題 

・ 地域で活躍する社会教育関係団体等をいかす仕組みづくりや、地域の中で人と人とをつなぐ人材

の発掘や育成の体制構築も必要です。 

・ 公民館、図書館、児童館、郷土史料館などの市民の身近な社会教育施設について、特定の人だけ

でなく、様々な年代の方が集い学べる場となるよう、それぞれの特色をいかすとともに、学校と

地域が連携できるシステムづくりが必要です。 

・ 市民活動をしている人材や団体をいかせる仕組みづくりが必要です。 

・ 乳幼児から高齢者まで、様々な年代が集える場づくりと情報発信が必要です。 

・ 市民との協働を進めるなどの方法により、各講座の内容を充実させるとともに幅広い世代に様々

な活動の機会を提供していくことが必要です。 

・ 本市の文化活動においては、市民の芸術文化教育の推進のために、全国的、更には国際的な活動

の交流が求められています。 

 

■10年後の姿 

・ 様々な年代の人が集い、学び合える場づくりを推進するとともに、子ども達の育ちを地域で見

守り、家庭・学校・地域が連携しながら共に育ち合えるまちづくりの構築が進んでいます。 

  

38 ESD(Education for Sustainable Development）：地球環境を保全し、持続可能な社会づくりの担い手を育成する教育。 

施策項目

３２ 
政策９ 
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■施策の展開 

①生涯学習推進体制の充実 継続 

  各地区公民館エリアに共育コミュニティを立ち上げ、共育コーディネーターを配置し、学

校・家庭・地域が一体となって地域の活性化を推進します。 

 地域の課題について、子どもも大人も自ら考え課題について議論し合える場を設けます。 

 学校教育および社会教育の両面において ESD38 を推進し、持続可能な社会づくりの担い手

を育てます。 

②生涯学習活動の推進 継続 

  市民活動をしている人材や団体をいかせる場づくりを推進します。 

 社会教育施設等で様々な年代が集える場や事業を展開します。 

 生涯学習活動の情報を収集し、広報や SNS を使って周知します。 

 市民の学習ニーズに沿った教室・講座の開催に努めます。 

 サークル間の交流促進を通じ活動の活性化を図り、学習成果の発表機会の提供に努めま

す。 

③図書サービスの充実 継続 

  情報収集の場としての図書館機能の充実を図ります。 

 様々な年齢性別の利用者満足度の向上をめざすとともに、誰もが読書に親しめる環境づく

りとして、高齢者や障がいのある方へのサービスの充実を図ります。 

 子どもや市民の読書活動を推進するため「おはなし会」や「読書会」の開催など本にふれ

るきっかけづくりをします。小中高等学校、こども園、保育園等と連携し読書の支援を行

います。 

 図書館ボランティア活動の支援や、関連機関と連携した主催行事の充実を図るなど、生涯

学習の活用の場としての利用を促進します。 

④公民館活動の充実 継続 

  各地区公民館等を活動の核として、地域リーダーの育成や地域コミュニティにかかる情報

発信を支援することでコミュニティ力の向上を図ります。 

 イベントの開催など、地域の主体的な交流活動に対する支援体制並びに館主催事業の充実

に努めます。 

 

■10年後の目標値 

指標名 現状値 
中間値 

（2022 年） 
目標値 

（2027 年） 

地区公民館で活動する構成員の割合 

（対総人口） 
6.5％ 7.0％ 7.5％ 

貸出冊数 234 千冊 250 千冊 265 千冊 

 

■市民・団体・事業者などの取組みの方向 

・ 地区公民館などの学習活動に積極的に参加することで、地域力の向上につなげていきます。 

・ 地域と一体となった子育てに参加することで地域づくりの向上につなげます。 

 

■関連する部門別計画 

◆橋本市生涯学習推進計画 
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生涯にわたる生きがいづくりと心の豊かさを高めるまちづくり 

生涯スポーツ 
 

 

■現状 

・ 少子高齢化が進んでいく中で、子どもから高齢者までそれぞれの体力や年齢、技術、興味、目的

に応じてスポーツに取り組めるような環境づくりが求められています。 

・ スポーツ施設については、利用者が安全・安心に利用できることが基本となりますが、施設の老

朽化が目立ってきており、今後の維持管理が課題となっています。 

・ 橋本市民総合体育大会や橋本マラソンなどの大規模なスポーツイベントは、幅広い世代の人と人

とのつながりを深めるとともに、地域の活力となることから、地域間交流等に大きな役割を担っ

ています。 

 

■今後の課題 

・ スポーツの実施機会の提供だけでなく、運動に関する様々な情報提供を発信していく必要があり

ます。 

・ スポーツ施設の老朽化が問題となっていますが、今まで以上に施設の点検・整備が必要となって

おり、ニーズに応じて施設の改修を検討していく必要があります。 

・ 橋本マラソンについては、橋本市スポーツ推進委員、橋本市体育協会、橋本市スポーツ少年団、

市民ボランティアなどの協力のもと開催されており、ランナーとスタッフが共に安心して参加で

きる運営体制を構築していく必要があります。 

・ 世界的な規模のスポーツイベントの開催による機運の高まりをいかした、市民がスポーツに親し

みや興味を持てるような取組みが求められます。 

 

■10年後の姿 

・ 生涯にわたって健康的な生活を営むことができるよう、年齢や性別、障がいの有無に係わら

ず、市民の誰もが運動やスポーツに親しむことができるスポーツコミュニティが実現されて

います。また、スポーツをする人、見る人、支える人など、スポーツに係わる全ての人達が

交流を深めることができる環境がつくられています。 

 

 

 

  

施策項目

３３ 
政策９ 
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■施策の展開 

①生涯スポーツ活動の振興 継続 

  スポーツ環境の提供など、各種団体や地域のスポーツサークルに対する支援を行います。 

 橋本市体育協会などのスポーツ関係団体と連携を深めるとともに、高齢者、障がい者のス

ポーツ振興や健康づくりに関して、市の関係各課と連携をとるなど、スポーツをするため

の組織体制の構築を図ります。 

②スポーツ施設の充実 継続 

  スポーツ活動の推進にあたり、安全で利用しやすいスポーツ施設の充実が必要不可欠とな

りますが、利用者の安全性および快適性の維持をメインに点検業務を強化し、事後保全と

ならないよう、予防保全を心がけ、スポーツを実施する環境整備を図ります。 

③スポーツを活かした交流・イベントの推進 新規 

  毎年開催している橋本市民総合体育大会や橋本マラソンについては、市民交流に大きな役

割を担っており、多くの市民に参加してもらえるよう、参加者の拡大を図ります。 

 子どもから高齢者までが一緒になって楽しめるスポーツイベントを開催し、世代を超えた

市民交流を図ります。 

 

■10年後の目標値 

指標名 現状値 
中間値 

（2022 年） 

目標値 

（2027 年） 

成人の週 1 日以上のスポーツ実施率 

（橋本市スポーツ推進計画） 
35％(2014 年) 50％(2018 年) 60％(2023 年) 

社会体育施設利用者数 284 千人 292 千人 300 千人 

 

■市民・団体・事業者などの取組みの方向 

・ 年齢や障がいに関係なく、市民の誰もがスポーツを生活の中に位置づけ、生涯にわたりスポー

ツを親しむことができる生涯スポーツ社会の実現に努めます。 

・ スポーツを通じて、市内外の多くの方に橋本市の魅力をわかってもらえるよう努めます。 

・ スポーツに携わる全ての人達が交流を深めることができる組織づくりの構築に努めます。 

 

■関連する部門別計画 

◆橋本市スポーツ推進計画 
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生涯にわたる生きがいづくりと心の豊かさを高めるまちづくり 

歴史遺産 
 

 

■現状 

・ 橋本市は高野山麓に位置し、早くから奈良・大坂・和歌山・高野山への交通がひらかれ、その文

化も伝わってきたことから、遺跡や指定文化財等も数多く存在します。 

・ 国指定文化財に国宝の人物画象鏡、重要文化財の利生護国寺本堂、旧高野口尋常高等小学校校舎

があり、また、高野参詣道黒河道が国史跡に、さらに世界遺産「紀伊山地の霊場と参詣道」に追

加登録されています。 

・ 「嵯峨谷の神踊り」「隅田八幡神社の秋祭り」が県の無形文化財に登録されています。 

・ 文化財の保存・展示・研究施設である橋本市郷土資料館とあさもよし歴史館では、文化財の公開

や講座・体験教室等の事業を実施しています。 

・ 名誉市民についても、その業績を郷土の誇りとして後世に伝えていくための継承事業を行なって

います。 

 

■今後の課題 

・ 橋本市管内の指定文化財の件数は着実に増加しています。また、発掘調査による出土品の増加、

地域住民からの寄贈等資料が増えることにより、文化財を保存する各施設は収蔵能力を超える状

況となっており、文化財の調査、整理、施設の充実が必要です。 

・ 文化財所蔵施設では、所蔵資料の記録化、情報化を進めていく必要があります。 

・ 黒河道周辺の景観については、後世に伝えていくため、景観保全に努めていかなければなりませ

ん。 

・ 文化財や過去の偉人について理解することは地域を理解するために大切で、地域の歴史について

の情報発信を積極的に行うとともに、後世に伝えていく取組みを行える体制づくりが課題です。 

・ 地域の歴史文化を基本とし、新たな文化創造につなげていくことが必要です。 

・ 市民との協働により、地域の特色ある文化的景観を保全する必要があります。 

 

■10年後の姿 

・ 歴史的および文化的資源を保護するに止まらず、地域の歴史、文化財や偉人についての理解を

深めることで、市民のふるさとへの誇りと愛着に寄与しています。 

 

 

  

施策項目

３４ 
政策９ 
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■施策の展開 

①世界遺産 高野参詣道 黒河道の保全と活用の推進 新規 

  黒河道の保全と整備を推進します。 

 黒河道を知り、利用するための情報の発信の充実を図ります。 

 黒河道周辺では良好な景観を維持するため、和歌山県景観計画に基づく特定景観形成地域

への指定を進めます。 

②文化財の保全と活用の推進 継続 

  文化財の調査とそれを理解するための資料の充実を図ります。 

 文化財を理解するための展示・講座・体験教室等の開催に努めます。 

 文化財理解のための体制と施設の充実を図ります。 

③歴史的な環境や景観の保全 継続 

 
 貴重な文化遺産を取り巻く独自の文化的景観の保全を図るため、橋本市歴史文化的景観保

全条例に基づき規制を行います。 

④偉人の顕彰 継続 

  名誉市民を顕彰・継承していくためのイベント・広報などの実施に努めます。 

 

■10年後の目標値 

指標名 現状値 
中間値 

（2022 年） 
目標値 

（2027 年） 

指定・登録文化財件数 124 件 130 件 135 件 

 

■市民・団体・事業者などの取組みの方向 

・ 名誉市民を顕彰する目的で設立された団体などと協働して、顕彰・継承に努めます。 

・ 文化財への関心を深め、地域の歴史を理解することにより、地域創造につなげます。 

・ 関係者・団体とともに文化財の保存・伝承に努め、活用を図ります。 
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生涯にわたる生きがいづくりと心の豊かさを高めるまちづくり 

文化芸術・国際交流 
 

 

■現状 

・ 文化芸術活動については、価値観の多様化などから市民のニーズが多様化する中で、本市におい

ては、個性豊かな地域づくりを進めていくため、文化・芸術にふれあう機会の確保や文化活動団

体等への活動支援に取り組んでいます。 

・ ボーダレス化 39 やグローバリゼーション 40 の進展のなかで、国際社会の発展や安定に寄与する人

材の育成が求められており、国際理解を通じて、国際性豊かな人づくりや、外国人が住みやすい

地域づくりを進めるとともに、友好都市・姉妹都市との交流を深めています。 

 

■今後の課題 

・ 個性豊かな地域づくり、人づくりを進めるうえで、文化・芸術・学習活動に積極的に取り組む場

の提供を支援することが必要です。 

・ 地域の歴史文化を基本とし、新たな文化創造につなげていくことが必要となっています。 

・ 国際理解や国際意識の醸成を図るため、友好都市の中国山東省泰安市や姉妹都市の米国カリフォ

ルニア州ロナ・パーク市との交流をさらに進めていく必要があります。 

 

■10年後の姿 

・ 地域の個性的な文化をいかした市民の文化・芸術活動が、多様な担い手によって成されている

とともに、友好都市や姉妹都市との交流が活発に行われることにより、心の豊かな視野の広い

国際感覚、異文化への理解をもった、地域の個性がいきる文化の創造が進んでいます。 

 
 

  

39 ボーダレス化：境界や国境がない、意味をなさない状態へ向かうこと。 
40 グローバリゼーション：経済や文化、社会的な関連が、国家や地域を超えて地球規模で拡大することで、様々な現象を引き起こ

すこと。 

施策項目

３５ 
政策９ 
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■施策の展開 

①文化芸術活動に接する機会の充実 継続 

  質の高い文化芸術を享受する機会の拡大や、地域資源や人材をいかした活動の促進などに

より、人と人との交流を広げ、まちの活性化を図ります。 

②市民の文化芸術活動の支援の充実 継続 

  文化芸術の振興を図るため、市民の文化・芸術活動への支援を行います。 

③国際交流の推進 継続 

  橋本市国際親善協会と協働で国際交流の推進を図ります。 

 橋本市国際親善協会の協力により、世界各地の民族音楽や他国の食文化に触れることで、

市民の国際感覚の高揚を図ります。 

 国際理解や国際意識の醸成を図るため、友好都市や姉妹都市との交流を推進します。 

 

■10年後の目標値 

指標名 現状値 
中間値 

（2022 年） 
目標値 

（2027 年） 

英語スピーチコンテスト参加学校数 17 校 18 校 20 校 

文化協会加盟団体の構成員の割合 

（対総人口） 
1.8％ 1.9％ 2.0％ 

 

■市民・団体・事業者などの取組みの方向 

・ 行政と橋本市国際親善協会等が協働で国際交流を深める活動に取り組みます。 

・ 文化協会の加盟団体等が協力し市民総合文化祭や県民橋本展をさらに充実させ、市民の文化、

芸術にふれあう機会の増進に取り組みます。 
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生涯にわたる生きがいづくりと心の豊かさを高めるまちづくり 

青少年健全育成 
 

 

■現状 

・ 地域と学校と連携を深め、子どもの自主性をいかした組識の活動などを支援することにより、青

少年の非行問題数は減少傾向にあります。 

・ ネット上のいじめやトラブルは増加・悪質化の傾向が強まっています。このような現状から、「橋

本市子どもスマホ宣言 41」を行なっています。 

・ 要保護対策児童等の支援や情報共有については、各関係機関との連携が進んでいます。しかし、

ぐ犯少年等の支援や居場所づくりなどについては課題があります。また、地域ごとで活動してい

た青年団や子ども会の団体数の減少等により、地縁的な繋がりの希薄化が顕著となり、現在地域

の教育力が低下しつつあります。 

 

■今後の課題 

・ 青少年の健全育成のため、地域や学校の連携を更に深めていけるよう、行政としてサポートして

いく必要があります。 

・ ネットモラルの普及に取り組んでいますが、「橋本市子どもスマホ宣言」の周知など、啓発活動に

力を入れなければならなくなっています。 

・ 要保護対策児童等の支援については、学校警察青少年センター連絡協議会等を有効活用し、情報

共有のあり方、支援のあり方を一層探っていく必要があります。 

・ 立ち直り支援については、一定の成果を上げていますが、すべての少年・少女が立ち直れるよう

に、今後もできる限りの取組みを続けていく必要があります。 

・ 地域の教育力が低下しつつある昨今、地域で活躍するリーダーや次世代を担う人材の育成が今後

の課題となっています。 

 

■10年後の姿 

・ 青少年の問題行動に対し、学校・関係機関と連携した対応がなされ、また青少年非行の未然防

止活動を実施することにより、青少年非行が少しでも少なくなる社会が構築されています。 

 

 

  

施策項目

３６ 
政策９ 

41 橋本市子どもスマホ宣言：近年増加しているスマートフォンやポータブルゲーム機などによるトラブルやいじめを防ぐために、

橋本市 PTA 連合会や橋本市青少年育成市民会議が中心となって、児童生徒のスマートフォンなどの使用制限に関する取組みをま

とめたもの。 
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■施策の展開 

①青少年の健全育成活動の充実・交流の促進 継続 

  講習会や研修会等を通じて青少年の健全育成活動の充実と交流の促進を図ります。 

 非行防止を図るため、学校警察青少年センター連絡協議会等との情報共有を推進します。 

 補導件数が増加する長期休業中の補導活動を強化します。 

 万引き防止、電車マナーアップキャンペーン、ネットマナー等の啓発を充実します。 

 子どもの健やかな成長に向けて「橋本市スマホ宣言」を推進します。 

②立ち直り支援の充実 継続 

  青少年の心情を吐露することのできる場を提供し、精神的な安定を図ります。 

 青少年の不安等を緩和するため、電話・メールでの相談について広報等で周知を図りま

す。 

③環境浄化活動の実施 継続 

  市内４駅に設置している「やぎの箱」により有害図書等の回収を進めます。 

 コンビニエンスストア、ゲームセンター、カラオケ店へ立ち入り調査し、啓発を行いま

す。 

④青少年の健全育成に関わる人材の育成 継続 

  橋本市青少年育成市民会議と協働で青少年の健全育成に関わる人材を育成します。 

 ジュニアリーダー研修会参加者や市内の高等学校に働きかけて、青年リーダーの育成と活

用を図ります。 

 

■10年後の目標値 

指標名 現状値 
中間値 

（2022 年） 
目標値 

（2027 年） 

ジュニアリーダー研修事業等の参加者に占め

る青年リーダーの割合 
65％ 70％ 75％ 

非行防止活動（見回り活動）の実施（年間） 30 回 35 回 40 回 

 

■市民・団体・事業者などの取組みの方向 

・ 青少年補導員や教職員による街頭補導の実施により、非行や犯罪の防止に努めます。 

 

■関連する部門別計画 

◆橋本市生涯学習推進計画 
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生涯にわたる生きがいづくりと心の豊かさを高めるまちづくり 

地域コミュニティ 
 

 

■現状 

・ 多様化複雑化する地域の課題や市民ニーズに行政だけで対応していくことが困難な状況下で、災

害への備えや地域の高齢者や子どもの見守り等、多様な分野において地域コミュニティの重要性

が再認識されており、これまで以上に市民主体による地域づくりが重要となっています。 

・ 市民活動サポートセンターを中心として、個人ボランティアや公益的な市民活動団体等の支援を

行い、市民活動の活性化を図っていますが、支援制度の周知や活動しやすい仕組みづくりが必要

となっています。 

 

■今後の課題 

・ 地域コミュニティの活性化のため、市民活動をより一層支援し、また人材の活用をすすめる必要

があります。 

・ 地域コミュニティ形成のため、区・自治会に参加するメリットなどを広報し、新たな市民等に

区・自治会への加入を促進する必要があります。 

・ 地域コミュニティを維持していくため、幅広い世代の交流機会の拡充が必要であり、そのための

交流を活発化させる人材の育成を図る必要があります。 

 

■10年後の姿 

・ 地域コミュニティが活性化され、多くの市民が地域のまちづくり活動に主体的に参画すること

で、多様な主体による「協働によるまちづくり」が進んでいます。 

 

 

 

  

施策項目

３７ 
政策９ 
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■施策の展開 

①市民活動の支援 継続 

  幅広い世代の市民の知識や経験、技能を市民活動にいかしていくため、活動する個人・団

体の情報の収集・発信と事業の周知を図ることにより市民力の活用を進めます。 

 市民やボランティア団体、NPO 等の活動をより一層活発化させるため、市民活動サポート

センターを中心とした支援体制を推進します。 

②協働のまちづくりの推進 継続 

  市民の力をまちづくりにいかすため、市民の自発的な活動や地域の人材育成等を支援しま

す。 

 地域ごとの様々な課題を市民と行政で共有するための仕組みづくりや、ともに課題解決に

向けて取り組める環境整備を進め、協働のまちづくりを推進します。 

③地域コミュニティの活性化 継続 

  区・自治会は災害時などの地域における共助の果たす役割が大きいため、市民に対して地

域コミュニティの重要性の認識を高めるとともに、転入時、市窓口での案内や開発事業者

等に協力を働きかけ、市民の区・自治会への加入を促進します。 

 地域の区・自治会活動を市全体のコミュニティ活動の向上につなげるため、区・自治会間

の連携を促進します。 

 

■10年後の目標値 

指標名 現状値 
中間値 

（2022 年） 

目標値 

（2027 年） 

自治会加入率 86％ 88％ 90％ 

「地域コミュニティ」施策の満足度 42％ 50％ 55％ 

 

■市民・団体・事業者などの取組みの方向 

・ 市政の担い手としての役割を認識し、自分自身の持つ知識や技能・経験・生活の知恵を地域づ

くりにいかします。 

・ 行政と地域が情報を共有することで、市民・団体・事業者の連携を強化します。 

・ 事業者の持つ資源や技術を活かして、市民だけではできない取組みを支援します。 

・ 団体の持つ情報の輪を地域づくりにいかすとともに、他の団体や NPO 等の活動に関心を持

ち、連携して取り組みます。 

 

■関連する部門別計画 

◆協働の基本指針 
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